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はじめに 

 

本報告書は、令和 4 年度日本財団助成事業として実施した「海事及び航空業界における

CO2削減取組に関する調査と周知啓発」の成果をまとめたものである。 

世界規模での気候変動対策については、国連気候変動枠組条約（UNFCCC：United Nations 

Framework Convention on Climate Change）の下で国別に検討が進められているが、国際海

運分野及び国際航空分野に限っては、国境を越えて移動する交通モードであることから、国

別に対策を検討するのではなく、国際機関（それぞれ国際海事機関（IMO）、国際民間航空機

関（ICAO））において検討が進められている。 

航空分野については、2010 年に ICAO において「2020 年以降国際航空からの CO2 総排出

量を増加させない」というグローバル削減目標が定められ、これを達成するための規制的枠

組として 2018 年に CORSIA 制度（Carbon Offsetting and Reduction Scheme for 

International Aviation）が国際民間航空条約の附属書として採択された。本制度のもと、

航空会社は、持続可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuels, SAF）の利用等により、

基準排出量であるベースライン以下に CO2 排出量を抑えることが求められ、それでもなお

ベースラインを上回る場合には、その超過排出については市場からの炭素クレジットの調

達によるオフセット（市場メカニズムによる削減）が必要となる。 

CORSIA 制度は 2021 年より我が国を含む自主的実施国の航空会社に対して試験的に適用

が始まっているが、2024 年以降は義務的制度となる。2022 年 10 月の第 41 回 ICAO 総会で

はベースラインの見直しが行われ、2024年以降は 2019年の排出量の 85%とすることが決定

された。この総会では同時に「2050 年までのカーボンニュートラルを目指す」との長期目

標も採択されており、国際航空分野は脱炭素に向けてより迅速かつ強力な行動が求められ

ることとなった。本邦航空会社としても相当の削減努力が必要となり、また、削減義務を満

たすためには CORSIA 適格クレジットの確保が一層重要になると考えられる。 

このような背景から、運輸総合研究所では、本邦航空会社における CORSIA適合の取組の

促進に資することを目的として、国内外の炭素クレジットに係る市場動向に関する最新の

情報を収集・分析すると共に、関係業界や有識者と議論を重ね、CORSIA 適格クレジットの

調達に関する課題を浮彫にし、対応策を整理した。 

また、本事業では、海事及び航空に関する脱炭素の動向や今後の課題についてセミナーを

開催し、海事、航空をはじめとする交通運輸事業者等に対して周知啓発を図った。 

本調査研究の実施にあたっては、山内弘隆 一般財団法人運輸総合研究所所長・武蔵野大

学経営学部特任教授・一橋大学名誉教授を座長とする調査検討委員会、及び高村ゆかり 東

京大学未来ビジョン研究センター教授を座長とする市場メカニズム小委員会を設置し、航

空分野及び環境・エネルギー分野に関わる多くの委員の皆様に多大なるご助言をいただく

とともに、株式会社三菱総合研究所のご協力をいただいた。 

ここにこれらの皆様方に対して、改めて深く感謝の意を表す次第である。 

 

令和 5年 3月 

一般財団法人 運輸総合研究所 

会長  宿利 正史 
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1． 調査の概要 

1.1調査の目的 

1.1.1 調査の前提となる認識 

(1) 国際航空分野における CO2削減対策の方向性 

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）では、国際航空部門の温室効果ガス排出削減対策につい

ては国際民間航空機関（ICAO）に対してタスクアウトしている。ICAOは、2013年総会に 2020

年以降 CO2 排出を頭打ちにする目標を合意、2016 年総会で市場メカニズムを活用した温室

効果ガス削減制度を合意した。 

その後当該制度は CORSIA(Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International 

Aviation)と呼ばれ、シカゴ条約 37 条に基づく SARPs として法的拘束力のある制度として

運用が開始。CORSIA を規定する SARPs、Annex 16 Volume IV は、2021年のパイロットフェ

ーズを皮切りに 2035 年までの第 2フェーズまでの実施が規定されている。加えて CORSIAの

細かなルールが複数の CORSIA文書にて規定されている。 

(2) CORSIA目標達成に向けた検討 

国際航空の CO2 排出量は一貫して増加傾向（なお、COVID-19 の影響により排出量は一時

的に減少したが、いずれは航空需要が回復し増加傾向が続く可能性が高い）にあり、国際航

空分野のＣＯ２排出削減に係るグローバルな削減目標を達成する手段の一つとして、特に

削減余地が大きいものとして、持続可能な航空燃料（SAF）の活用に対する期待が大きい。

CORSIA では、CORSIA 適格燃料として認められた SAF をオフセット義務から控除した上で、

さらに、不足する部分については、市場メカニズムを活用し、対応することが決定している。 

こうした中、SAFでは十分に対応できず、市場メカニズムの活用が必要となる可能性が想

定される。とりわけ、2022年秋に開催された第 41回 ICAO総会（2022年 10月）において、

2050 年までのカーボンニュートラルを目指す脱炭素化長期目標を採択するとともに、2035

年までの取組についてオフセット量算定の基準となるベースラインを 2019 年の 85%に変更

することが決定。この決定を踏まえ、CORSIA 適合における炭素クレジットによるオフセッ

トの重要性が一層増したとの認識のもと、ベースラインの見直しに基づく試算によると本

邦エアラインは 2024 年の排出量からオフセット義務が発生する見通しとなる。CORSIA適格

クレジットの調達に係る課題を整理し、今後の必要な対策について検討するとともに、関係

者における参考資料としてクレジット調達方法等に関連する情報の収集整理を行った。 

また、国内航空分野について、ICAO のスコープ外ではあるが、政府の地球温暖化対策計

画において、炭素クレジットや税を含む市場メカニズムは重要な位置づけにある。企業の先

進的な取組を推進する GXリーグも発足し、今後、我が国の航空部門における温暖化対策の

在り方について、国内での対応も検討する必要があると思われる。 

このような背景から、本調査では、国内外の市場メカニズムに関する最新の情報を収集・

分析すると共に、得られた情報を本邦エアライン及び有識者等とも共有し、関係者間での最

新かつ正確な理解の醸成を図り、新たに浮きぶりになった課題と対応策の整理を行った。 
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1.1.2 調査の狙いと全体像 

本調査の目的と全体概要を以下に示す。 

 

⚫ 国際線を運航する本邦エアラインがオフセット活用に際しうける影響を調査し、対

策・緩和策の検討に役立てる。 

⚫ 国内線に適用される政策や枠組みの動向を調査し、本邦エアラインの脱炭素戦略の

在り方の検討に役立てる。 

⚫ 本邦エアラインの脱炭素化に向けた市場メカニズム活用に影響を及ぼす可能性のあ

る国内外の動向を調査し、委員会にて認識の共有及び意見交換を行い、本邦エアライ

ンによるクレジット確保に向けた課題を整理し、関係主体別の対応策の検討を行う。 

 

 

図 1-1 調査の全体像 
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1.2調査の内容・方法 

1.2.1 国際線に係る調査 

国際航空分野において市場メカニズムを活用した気候変動対策が進められており、表 1-1

で例示するような動向について、文献調査及び本邦エアラインへのヒアリング（大手及び該

当 LCC 数社）を行い、結果を踏まえて本邦エアラインへの影響とその緩和に関して考察し

た。 

 

 

表 1-1 クレジット市場全体の動向把握（供給面・価格面） 

項目 調査内容 

国産クレジットの CORSIA 適格化
に向けた状況把握 

· J-クレジット及び JCM クレジットの応募状況 
· 適格要件に対する対応策 

再エネ・省エネクレジット、森林・
炭素除去クレジット等種類毎の動
向把握 

· 現状の供給量 
· 将来的な供給可能量（CORSIA 適格要件含む） 

CORSIA 適格クレジットの供給量
に影響し得る外的要素と時間軸の
考慮 

· COP27 の議論による需要増減 
· NDC 等航空分野以外の需要 
· カーボンニュートラルに向けた取り組みの中での 

クレジットの位置づけ 
① 2035 年、CORSIA における目標達成まで 
② 2050 年、カーボンニュートラルにむけた取り組みにおいて 
③ 2050 年以降、カーボンニュートラル達成後の世界において 

Technical Advisory Board (TAB)
における 2021～2022 年評価のフ
ォロー 

· 炭素クレジット制度の認定状況 
· 認定制度から活用可能となるクレジット量の推計 

 

国際航空分野において市場メカニズムを活用した気候変動対策が進められており、表 

1-2で例示するような動向について、文献調査及び本邦エアラインへのヒアリング（大手及

び該当 LCC数社）を行い、結果を踏まえて本邦エアラインへの影響とその緩和に関して考察

した。ヒアリング以外は、公開情報ベースの調査をした。 

 

表 1-2 CORSIA を含む航空部門における炭素クレジット動向把握（需要面） 

項目 調査内容 

本邦エアラインのオフセット動向
の把握 

· 本邦エアラインの排出量 
· 本邦エアラインの意向（ヒアリング） 

海外エアラインのオフセット動向
の把握 

· ICAO CAEP WG４における議論の動向 
· COP27 での議論等を含めた炭素クレジットに関する最新動向（エア

ライン以外の需要の動向を含む） 
· 排出量取引制度における航空セクターの取り扱い（EU、UK） 
· エアラインによるクレジット購入事例等 

クレジットの質の担保に向けた海
外動向の把握 

· Integrity Council on Voluntary Carbon Markets (IC-VCM)等、
カーボンオフセット制度の統合化に向けた動き 

· CORSIA 適格排出ユニットの十全性や追加性 

 



 

4 

 

1.2.2 国内線に係る調査 

本邦が掲げる脱炭素化に向けた諸取り組みにおける、航空セクターの役割について幅広

く公開文献による情報収集・分析を行い、結果を踏まえて本邦エアラインに適用しうる市場

メカニズム制度の在り方を検討した。 

調査においては海外のベストプラクティスなどを参考とするために海外動向調査と、国

内の現状を把握するために国内動向調査を行った。 

 

 

表 1-3 国内線に係る動向調査 

 項目 調査内容 

海外動向 各国政府による市場メカニ
ズム活用の政策の把握 

· 主要国における航空セクターにおける市場メカ
ニズムの取扱いの有無（米国、EU、英国等） 

· 排出量取引制度における航空セクターの取り扱
い（例：米国、EU、UK） 

· 航空用燃料に対する炭素税導入の動向（例：米
国、オランダ、スウェーデン、豪州等） 

海外エアラインによる国内
線向けの自主的なカーボン
オフセットの取り組み等の
把握 

· クレジットの使用事例等 

国内動向 国内のカーボンプライシン
グ導入に向けた検討状況の
把握 

· 環境省「カーボンプライシングの活用に関する
小委員会」における検討状況 

· GX リーグにおける基本構想と企業の取り組み 
· 政府全体としての方針検討状況 
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1.2.3 課題と対応策の検討 

ICAO 総会を受けて想定されるクレジット需給ひっ迫度合いの激化を見据え、本邦エアラ

インによる CORSIA適格クレジットの確保における課題、また、関係主体別に必要と想定さ

れる対応策の検討を行った。提案時に想定していた本邦エアラインによるクレジット調達

に向けた様々な手法等のアクションについては、参考資料としてとりまとめた。 

 

表 1-4 課題と対応策検討内容 

 課題の項目 対応の方向性 

ク レ ジ
ッ ト 調
達面 

⚫ クレジットの供給不足 
⚫ クレジット需要過多 
⚫ クレジットの質の不安 
⚫ 制度リスク 
✓ 厳格性 
✓ 制度の整備遅れ 

⚫ 購入方法 
⚫ コスト 

⚫ ICAOによるルール整備 
⚫ 国による CORSIA 適格化・相当調整等

の円滑化 
⚫ クレジットスキームによる使いやす

いクレジット取引の仕組みづくり 
⚫ エアラインによる情報収集や協働等 

ク レ ジ
ッ ト 創
出面 

⚫ 創出量不足 
⚫ 質 
⚫ 制度 
✓ 厳格性 
✓ 制度の整備遅れ 

⚫ 創出技術 

⚫ エアラインによる情報収集および協
働 

⚫ 国やクレジットスキームによるプロ
ジェクト開発支援 

 

1.3 実施体制 

本調査では、「航空分野における CO2削減取組に関する調査検討委員会」及び「同委員会市場メ

カニズム小委員会」の下で議論を行った。 
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1.4 検討経緯 

調査期間中、以下のスケジュールで会合を実施した。 

 

表 1-5 航空分野における CO2削減取組に関する調査検討委員会 関連会合開催日程 

 開催日 議事 

航空分野における CO2削減取組に関する調査検討委員会（2020年度～） 
第 5 回 2022年 11月 11日 ⚫ 2022年度の調査研究事業について 

⚫ ICAO総会の報告について（国交省） 
⚫ 2021年度調査研究結果（排出削減シナリオ）と ICAO長期目

標との比較について 
⚫ 航空会社の取組について（ANA/JAL） 
⚫ SAFの国産化に向けた NEDOの取組について（NEDO） 
⚫ 意見交換 

第 6 回 2023年 2月 8日 ⚫ 第５回検討委員会のご指摘と対応について 
⚫ 航空分野の長期的な排出削減対策シナリオのアップデート 
⚫ CORSIA適合のための課題と対策（SAF／市場メカニズム） 
⚫ 2050年カーボンニュートラルに向けての課題の整理 
⚫ 意見交換 

航空分野における CO2削減取組に関する調査検討委員会 市場メカニズム小委員会（2021年度～） 
第 3 回 2022年 10月 12日 ⚫ 2022年度の調査研究事業について 

⚫ 炭素クレジットに関する最新動向について 
➢ 二国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism 

(JCM))の最新動向 
➢ J-クレジット制度の最新動向と GXリーグ等の取組状況

に関して 
➢ ボランタリー市場の最近の動向 

⚫ 炭素クレジット需給及び市場メカニズム関連政策の最新動向 
⚫ 意見交換 

第 4 回 2023年 1月 13日 ⚫ 航空分野における CO2削減取組に関する調査検討委員会（親
委員会）での検討状況について 

⚫ COP２７における市場メカニズムに係る動向（環境省） 
⚫ CORSIA遵守に向けた市場メカニズムのアクションプランと

中長期的な課題 
⚫ 意見交換 

注）議事の語尾括弧（ ）内の組織名は資料提供者。記載がないものは事務局が資料提供。 

 

 

 



 

7 

 

2． 国際航空に関わる最新動向 

2.1供給・価格に関する最新動向 

2.1.1クレジットの種類 

クレジットには本来排出していたであろう CO2 を排出しない回避と、大気中の CO2 を除

去する 2種類に大別される。近年、各主体による 2050年ネット・ゼロ宣言などを受け除去

クレジットへの注目が集まっている。CORSIA において認められているものについて、表 2-1

に示す。 

 

表 2-1 CORSIA適格クレジットの課題（プロジェクトタイプ別） 

削減 プロジェクトタイプ Proｓ Conｓ 

回
避 

工学 

• 省エネ導入 
• 再生可能エネルギー導入 
• 燃料転換 
• CCUS（CO2 回収および貯留・利

用） 
※PJ 化の実績は今後を待つ 

• 産業などからの漏洩排出削減 
• 産業ガス削減 
• 製造業における削減 
• 運輸における削減 
• 適切なゴミ処理 

• 技術として確立され
ているものが多く、
導入しやすい 

• 再エネ、省エネについ
ては多くの場合途上
国で行われており、今
後途上国での発展と
共にベースラインが
引き上げられてクレ
ジットとして認定さ
れる量が減少する可
能性あり 

自然 

• 土地利用変換 
• 農業・畜産業における削減 
• 森林保護 
• REDD（小規模） 

• 大規模 PJを行いやす
い 

• 火災などの自然現象
による炭素放出が起
きる可能性あり 

• クレジット算出方法
に対する批判が大き
くなると、ベースライ
ンの引き上げやバッ
ファー（割り引かれる
量）の増加等の方法論
の厳格化により、クレ
ジットとして認定さ
れる量が減少する可
能性あり 

除
去 

工学 

• BECCS 
（バイオ燃料燃焼に CCS導入） 
※PJ 化の実績は今後を待つ 

• DACCS 
（大気からの CO2 直接回収・貯
留） 
※PJ 化の実績は今後を待つ 

• 正味で大気からの
CO2を削減するため、
CN の世界においても
クレジット創成可能 

• 技術導入コストが高
く、技術の進歩が必要 

• クレジットの算定方
法が複雑で議論が長
期化する可能性あり 

自然 

• （海洋への CO2固定） 
※PJ 化の実績は今後を待つ 

• 森林の再植林 
• 土壌固定 
• 泥炭地保護 

• 正味で大気からの
CO2を削減するため、
CN の世界においても
クレジット創成可能 

• 再植林は技術的にも
難易度が低い 

• 火災などの自然現象
による炭素放出が起
きる可能性 

• 今後批判が大きくな
るとバッファー（割り
引かれる量）が増え、
クレジット量に影響
する可能性 
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図 2-1 2050年までの削減パス1 

 

図 2-1に示す通り、1.5度目標に資するには、2050年までの累計排出量を 570Gt（57万

MtCO2e）に収める必要がある。これを達成するには 2030 年での 2018 年排出比で 50～55％

の削減が求められ、2050 年には排出量と除去量の収支が一致する必要がある。このことか

らも、2050 年に近づくにつれ、除去クレジットの価値は高まり、供給されるクレジットも

除去に収斂されていくことが予見される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 出所）Taskforce on Scaling Voluntary Carbon Markets - Summary pack（2021）

https://www.iif.com/Portals/1/Files/TSVCM_Summary.pdf より、MRI が日本語訳追記 
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2.1.2 市場におけるクレジット量に関する動向 

世界における主だったクレジット制度の毎年の発行量を図 2-2に示す。2021年の発行量

は 478MtCO2e となり、これは前年比 48％の増加率と 2012 年以降最大の増加率である。CDM

からボランタリークレジットへの大きな流れが明確化しており、国・地域誘導型プログラム

発クレジット（地域クレジット）が増加傾向にある。各国 NDC の強化との関係がうかがえ

る。 

 

図 2-2 世界のクレジット発行量の推移（制度別）2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 出所）世銀, 2022, State and Trends of Carbon Pricing より MRI が日本語及び枠線追記 
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次に現在の世界の余剰クレジット（発行されたうち、償却されていないもの）の積み上げ

を図 2-3に示す。2022年第一四半期における余剰クレジットは約 616MtCO2e であり、プロ

ジェクト数は約 3650、森林系と再生可能エネルギープロジェクトが過半数を占める。 

 

図 2-3 世界のプロジェクトタイプ別累積余剰クレジット（tCO2-e）3 

※対象制度は CDM、ACR、GS、VCS、CAR、Climate Forward その他制度は微量につき、上推計で

は除外 

 

将来におけるボランタリークレジットのポテンシャルについて、図 2-4にプロジェクト

別に示す。2030 年における市場におけるクレジット供給可能は積み上げで毎年 8～

12Gt(8,000～12,000MtCO2e)と予想される。一方で、様々な制約から、実質的に市場で売買

される量は 1～5Gt(1,000～5,000MtCO2e)に収まると予想される。 

 

 

図 2-4 将来におけるクレジット別供給ポテンシャル量4 

 
3 出所）https://trove-intelligence.com/modules/carbon-projects/ より MRI が日本語訳追加 

4 出所）Taskforce on Scaling Voluntary Carbon Markets - Summary pack （2021）

https://www.iif.com/Portals/1/Files/TSVCM_Summary.pdf より、MRI が日本語訳追記 
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2.1.3 CORSIA適格なクレジットの量に関する動向 

パイロットフェーズにおける CORSIA 適格クレジットの足元の供給可能量を表 2-2 に示

す。新たな発行や、CORSIA適格の認証ラベルを受けたクレジットが増えたことにより、ACR

や VCS では増加した一方、GS や CDM ではキャンセル量が増加したことにより減少し、全体

としては微増で単年約 11MtCO2eの発行量である。プロジェクトタイプ別では再エネ関連が

最も多く、CCS関連は現状 0である。 

表 2-2 適正スコープ発行量（tCO2e/年、概算）5 

クレジット制度 2021年推計   2022年推計 

ACR (American Carbon Registry) 138万 大幅増加⇒ 414万 

ART (Architecture for REDD+ Transaction) ―   0 

China GHG Voluntary Emission Reduction 

Program 
0   - 

CDM (Clean Development Mechanism) 546万 
キャンセルに 

より減少⇒ 
414万 

CAR (Climate Action Reserve) 3万  4万 

GCC (Global Carbon Council) 0  2万 

GS (Gold Standard) 388万 
キャンセルに 

より減少⇒ 
220万 

VCS (Verified Carbon Standard) 9万 大幅増加⇒ 79万 

合計 1,084万 微増⇒ 1,132万 

 

図 2-5 プロジェクト別の適正スコープ発行割合6 

※産業・その他には土地利用変換メタン回収やフロン関連等含む 

 

第１フェーズにおける供給量に関しては、CORSIA 適格クレジットの適格スコープについ

て、適格となるビンテージ年（クレジットが発行された年）が ICAO総会 41回においても決

定されていないため、今後の決定に大きく左右される。これは、現状ボランタリークレジッ

 
5 出所）各種 HP より MRI 作成 

6 出所）各種 HP より MRI 作成 
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トに関する相当調整のルールが明確化されていないことに起因すると思われる。CORSIA パ

イロットフェーズにおいては、相当調整が無いことによる二重計上を防ぐため、使用可能な

クレジットを原則 2020年末までに発行されたもの（パリ協定以前のクレジットであるため

相当調整不要）に限定している。今後発生するクレジットについての相当調整については議

論中であり、次の COP に向けて議論が先送りされた。COP における決定事項を以下に示す。 

 

【COP26（2021 年）】 

⚫ パリ協定第 6 条の実施指針について合意。国際的に移転される緩和成果（ITMOs）のう

ち、 CORSIA を含む「NDC以外の国際的な緩和目的の成果」については、相当調整の対

象となることが決定。 

【COP27（2022 年）】 

⚫ 6条の実施指針について議論が行われ、6条の実施に必要な事項を採択。 

⚫ 6条の実施指針については、6条への参加に必要となる事項を記載する様式（初期報告）

や排出削減量の取引を国連に報告するための表（年次情報）、これらの報告事項を国連

が審査するためのガイドラインや取引量を記録する登録簿の仕様等について決定され

た。 

【先送り事項】 

⚫ 相当調整の手法について、NDC が単年とする国と複数年とする国の間で移転を行った

際の削減タイミングなどについて、整合性が取れたものとする。（2024年 11月まで先

送り） 

経緯：現状は単年の削減目標を複数年にならして、みなしの削減量による調整を行う

などが考えられている。 

 

以下、COP27文書を抜粋する。 

(i)二重計上を防止するため、複数年及び単年度の NDC に対応するための調整に関連する以下

ガイダンスを更に精緻化する。 

a. NDC 目標の平均化の方法及び排出源による累積排出量と吸収源による除去量を計

算する方法。 

b. 相当調整に用いる平均値の妥当性を担保するために、年間取引量と期間平均の差

分を計算する方法。 

 

2.1.4 クレジット需要の競合セクターにおける動向 

将来 CORSIAの競合となりうる、ネットゼロ目標を表明しているグローバル企業の動向に

ついて、図 2-6に示す。現在ネットゼロを表明しているグローバル企業は 300社ほどであ

る。また、2030 年までにネットゼロを目標とする企業はオフセット使用を想定しており、

クレジットポテンシャル量によっては取り合いになる可能性が考えられる。 
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図 2-6 企業のネットゼロ目標年までのオフセット使用7 

 

ボランタリークレジットを用いた削減の各セクターにおける需要予測を表 2-3に示す。

ボランタリークレジットの需要は 2030年時点で大幅に増加する可能性があり、特に石油・

ガスセクターでスコープ３を含めたネットゼロ目標を掲げる企業が増加傾向にあることに

注意が必要である。2030 年時点の需要が 1,000MtCO2e を超える可能性を考慮すると、仮に

クレジット供給ポテンシャルが下限で推移した場合、クレジットの供給不足もあり得る。 

 

表 2-3 セクター毎の VCM需要シナリオのまとめ (MtCO2e/年)8 

 2020 2030 2040 2050 

EU 石油・ガス 
スコープ 3 

― 100-200 200-410 310-620 

経済全体  
スコープ 1&2 

90 270-950 440-1,990 520-2,340 

CORSIA ― 60-150 160-400 270-640 

合計 90 430-1,300 800-2,800 1,100-3,600 

 

その他に、CORSIA へ供給されるクレジット量に影響を与える要因として、各国の削減目

標の変化が考えられる。昨今のカーボンニュートラルへの関心の高まりから各国の削減目

標が強化された場合、自国の削減が優先され、クレジットとして外だしされる削減量が減る

と予想される。図 2-7に示す NDCの動向を鑑みても、削減目標が今後強化されていくとい

うのは想定される。 

 

 
7 出所）NET ZERO STOCKTAKE 2022 (2022) Net zero tracker, https://ca1-nzt.edcdn.com/@storage/Net-Zero-

Stocktake-Report-2022.pdf?v=1655074300 より MRI が日本語訳追加 

8 出所）Future Demand, Supply and Prices for Voluntary Carbon Credits – Keeping the Balance （Trove 

Research,2021）より MRI 作成 
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図 2-7 削減目標を掲げた国数9 

 

外部のオフセット利用を想定していない国が多い一方で、地域・都市においてはオフセッ

ト使用を用いることを表明している地域が多い。また、オフセット利用時のクレジットタイ

プについて指定していない国が大きい為、それらの国の意向に大きく影響をうける。特に、

2050年に近づくにつれ、除去（CDR）クレジットとの競合は増えると考えられる。 

 

 

図 2-8 政府の削減目標（NDC）等の削減目標強化による影響10 

 

 

 

 

9 出所）Key Visuals, NDC Enhancement Tracker, https://www.climatewatchdata.org/key-visualizations?visualization=6, 

(2022/9/29 閲覧)より MRI が作成 

10 出所）NET ZERO STOCKTAKE 2022 (2022) Net zero tracker, https://ca1-nzt.edcdn.com/@storage/Net-Zero-

Stocktake-Report-2022.pdf?v=1655074300 より MRI が日本語訳追加 
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2.1.5 市場価格に関する動向 

足下のクレジット価格の動向として、表 2-4と図 2-9にプロジェクトタイプ別の価格動

向を示す。除去クレジットへの関心の高さから、除去クレジットの価格が最も高くなってい

る。また、企業におけるアピールも含めて、自然由来プロジェクトの評価も平均して高い。

クレジット全体としても価格は増加傾向にある。 

表 2-4 2021年プロジェクトタイプ別コスト推計11 

プロジェクトタイプ 加重平均（USD/tCO2e） 

エネルギー効率/燃料転換 2.52 

森林及び土地変換 11.76 

再生可能エネルギー 1.19 

ゴミ処理 20.67 

その他 8.92 

クレジット全体 3.08 

 

 

図 2-9 2021～2022 年プロジェクトタイプ別コストの推移12 

注）「自然資本」には、植林（除去）や、REDD+（削減）も含まれる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
11 出所）ecosystems marketplace, https://data.ecosystemmarketplace.com/ より MRI が作成 

12 出所）World Bank, State of Carbon Pricing 2022 より MRI が日本語約追加 
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ICAOは、2022年 2月の総会で CORSIAパイロット～第１フェーズにおける CORSIA適格ク

レジットの価格の推移予測を提示。ただし、これは同年 10月の ICAO理事会における CORSIA

ベースライン決定以前の予想価格であり、ベースラインの決定を受けて大きく変動する可

能性がある。 

➢ Low price シナリオ：売買高加重平均価格が最低のプロジェクトタイプ 

➢ Mid price シナリオ：自主的に取引されたオフセットクレジットの世界平均価格 

➢ High price シナリオ：売買高加重平均価格が最高のプロジェクトタイプ 

 

本邦エアラインが第 1フェーズで CORSIA対応の為に必要なクレジット購入費用予測は以

下の通り。 

➢ Low price シナリオ： 10憶 3千 552 万円（７８1万 USD） 

➢ Mid price シナリオ： 26憶７千 036 万円（2,014万 USD） 

➢ High price シナリオ： 174憶 3千 824万円（13,152万 USD） 

 

 

 

図 2-10 CORSIA適格クレジット価格推移予測13 

前提条件 

本邦エアラインにとっての第１フェーズ分のオフセットクレジット必要量は 411万トン 

1 USD = 132.59 JPY (2023年 1月 11日参照） 

 

 

 

 
13 出所）ICAO, Analyses in Support of the 2022 CORSIA Periodic Review: Focus on costs to States and operators, 

https://www.icao.int/environmental-

protection/CORSIA/Documents/2_CAEP_CORSIA%20Periodic%20Review%20%28C225%29_Focus%20on%20Costs.pdf

より MRI が日本語訳追記  Statista https://www.statista.com/statistics/232513/net-profit-of-commercial-airlines-

worldwide/#:~:text=In%202020%2C%20the%20U.S.%20airline,only%20130.85%20billion%20U.S.%20dollars.  より

MRI 推計 
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2.1.6 今後の時間軸 

2030年までは、NDCや企業オフセットとの競合が想定される。その後は、ネットゼロ目標

達成に向けて需要が一層高まるが、炭素除去（CDR）需要の競合へと移行すると推察される。 

 

図 2-11 時間軸を踏まえたクレジット受給への影響要因 

 

 

2.2 CORSIAを含む航空部門 における炭素クレジット動向（需要面） 

2.2.1 本邦エアラインのオフセット動向の把握 

(1)本邦エアラインのオフセット必要量 

ICAO-LTAGが提案する航空技術、運航技術、燃料に関するそれぞれの炭素排出量削減対策

シナリオのうち、航空技術については T2（中程度）14、運航技術については O1（野心的）、

燃料については F2（中程度）のシナリオを選び組み合わせ、中間的な炭素削減対策統合シ

ナリオを想定し、本邦エアライン国際線の中長期 CO2排出量を推計した( 

表 2-5)。また、推計された CO2 排出量を基に CORSIA 目標達成の為に必要と想定される

オフセット必要量の推計を実施した。その結果、本邦航空会社の CO2排出量は、各種削減努

力により将来的に抑えられると予想される。しかしながら CORSIA 適用期間内は、CO2 排出

量残余分が多く、最小で 1,485万トン/年(2024 年)、最大で 1,727万トン/年(2030年)と予

想される15(図 2-12)。 

 

 
14 ATW：先進チューブ・アンド・ウィング航空機、 ACA：先進コンセプト航空機 

15 2030 年までに使用燃料の内 10％を SAF とする目標があるものの、以下グラフでは SAF の供給可能予測量を推

計。CO2 排出量が右肩上がりで増加する要因は国際線の航空需要増加が影響。国内線は将来の人口減少等も踏ま

え 2031 年以降横ばいと想定。一方、国際線（旅客）は 2030 年までは ICAO 想定の全方面成長率・2031 年以降は

ATAG waypoint2050 の年成長率 3.1%で継続的な成長を想定。国際線（貨物）も 2019 年以降 3.1%成長を想定。 
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表 2-5 ICAO-LTAGに基づく統合シナリオ９ケース 

 

 

図 2-12 本邦航空会社の CO２排出量残余分と各種方法による削減量と残余分 

 

上述の炭素排出量残余分を基に本邦航空会社のオフセット必要量を推計した結果、2024

年単年で 108万トン、2035年単年で 249万トンをオフセットする必要があると想定される。

2027 年末までに購入が必要な第 1 フェーズ（3 年間）分の合計オフセット必要量 411 万ト

ンと想定される。 

 

 

図 2-13 本邦航空会社の CO２排出量残余分、ベースライン排出量、オフセット必要量(国際線) 
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(2)国産炭素クレジットの供給量 

日本産の炭素クレジットとして代表的な二つの制度として、二国間クレジット制度（JCM）

と J-クレジットがある。その内日本とモンゴル間の JCM(日-モンゴル間 JCM)から創出され

たクレジットは、CORSIAパイロットフェーズ（2021年～2023年）において条件付き適格と

して承認された16。このことから日-モンゴル間 JCM をとおして削減されると想定される炭

素排出量について推計を行った結果、以下の表から分かるとおり CORSIA条件付き適格とな

っている国産炭素クレジットの潜在量は、約 2.3万トン/年以下となると予想される。削減

された炭素排出量に基づいて発行される炭素クレジットは日本側とモンゴル側に分配され、

更に政府と参加民間企業に分配される為、本邦エアラインが購入可能な JCM クレジット量

は約 2.3万トン/年の推定削減量より少なくなることに留意されたい。一方 J-クレジットに

ついては、2022 年に日本政府は太陽光発電設備、木質バイオマス、コジェネレーション、

ボイラーの４方法について CORSIA認証へ申請を行ったが、不適格となった（2023年 2月現

在）。パイロットフェーズにおいて適格となった炭素クレジットが第１フェーズでも適格と

なると仮定した場合、2027年末までに購入が必要な第 1フェーズ（3年間）分の合計オフセ

ット必要量 411万トンに対して国内供給量は圧倒的に不足している。 

表 2-6 推定削減量（tCO2） 

年 

ウランバートル
近郊 12.7 MW 

太陽光発電プロジェ
クト 

ダルハン市 
10MW 

太陽光発電プロジェ
クト 

送配電網ロス 
削減プロジェク

ト 

各年合計
（tCO2） 

2015       0 

2016       0 

2017 1,016 11,221 12 12,249 

2018 12,009 11,221 25 23,255 

2019 12,009 11,221 93 23,323 

2020 12,009 11,221 441 23,671 

2021 12,009 11,221 441 23,671 

2022 12,009 11,221 441 23,671 

2023 12,009 11,221 441 23,671 

2024 12,009 11,221 441 23,671 

2025 12,009 11,221 685 23,915 

2026 12,009 11,221 685 23,915 

2027 12,009 11,221 685 23,915 

2028 12,009 11,221 685 23,915 

2029 12,009 11,221 685 23,915 

2030 12,009 11,221 779 24,009 

合計 320,766 

 
16 前提条件：１．2016 年 1 月 1 日以降に追加されたプロジェクト、２．パイロットフェーズでは、2016-2020 年

のビンテージのクレジットが認められている、３．ACR と Architecture for REDD+にのみ 2023 年まで 2023 年末

までのビンテージが認められているが、本試算も 2023 年末のビンテージまで含めている。４．JCM は登録時の

推定削減量をベースにしている。５．J クレジットは累積認証量から無効化量を差し引いた数値である。 
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(3)本邦エアラインのヒアリング 

2022 年 9 月に国内航空会社３社に対してヒアリングを実施した。ヒアリング結果のまと

めは図 2-14のとおりである。 

 

図 2-14 国内航空会社ヒアリング結果の要点 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 炭素クレジットの質に関する議論 

炭素クレジットの質に関する議論が高まっている。国連事務総長・グテーレス氏は、2022

年 11月にエジプト・シャルムエルシェイクで開催された COP27にて、炭素クレジットの品

質に関して懸念を表明した。世界中で多くの企業が 2050年ネットゼロ目標を宣言したこと

により、ボランタリ・炭素クレジットに対する需要が増大している一方で、十全性の疑わし

い炭素クレジットの購入で自社の排出量をオフセットしたことで、企業が批判に晒される

事例もある。このような問題に対応する為に、炭素クレジット創出に係る品質担保の為のイ

ニシアチブが複数立ち上がっている。炭素クレジットの質に関する議論の高まりは、クレジ

ット供給量全体に制限を及ぼす可能性があり、一定の質の担保をしている CORSIA適格排出

ユニットについて、航空業界と航空業界以外の企業ニーズが競合する可能性がある。同時に、

企業によるクレジットの「使い方」への影響を及ぼす可能性がある。 



 

21 

 

 

図 2-15 炭素クレジットの質に関する議論の構図17

 

図 2-16 クレジット購入者が抱える懸念18 

上述のとおり炭素クレジットの質に関する議論の高まりから、高品質な炭素クレジット

の指針を定義する複数のイニシアチブが立ち上がっている。中でも Carbon Credit Quality 

Initiative (CCQI)と The Integrity Council for the Voluntary Carbon Market (ICVCM)

は草案段階ではあるが高品質な炭素クレジットの指針を定義しており、今後の炭素クレジ

ットの質に関する議論に大きく影響を与えると考えられ、動向を注視する必要がある。一方

Voluntary Carbon Markets Integrity Initiative (VCMI) は炭素市場の参入に関する行動

規範を定義しており、企業が炭素クレジットを購入する際の指針などについて提唱してい

る。 

CORSIAは国際民間航空の為のカーボンオフセット及び削減スキームであり、CORSIA適格

プログラムとなる為の基準(表 2-7)と、プロジェクト評価における８つの原則(表 2-8)を

定義している。炭素クレジットの質に関する国際基準が統一されていない中、国際連合の専

 
17 出所）Taskforce on Scaling Voluntary Carbon Markets＜https://icvcm.org/wp-

content/uploads/2022/03/TSVCM_Phase_2_Report.pdf> (2021)(2022 年 10 月 5 日閲覧）を基に MRI が作成 

18 出所）Taskforce on Scaling Voluntary Carbon Markets＜https://icvcm.org/wp-

content/uploads/2022/03/TSVCM_Phase_2_Report.pdf> (2021)(2022 年 10 月 5 日閲覧）を基に MRI が作成 
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門機関の一つである ICAO が定義する CORSIA 適格クレジットは一定程度以上の質を担保し

ているとみなされ、航空業界以外の企業が購入を求め需要が高まる懸念がある。 

 

  

図 2-17 炭素市場におけるクレジットの品質に係るイニシアチブの関係性19 

 

  

 
19 出所）VCMI Provisional claims – Code of Practice https://vcmintegrity.org/(2022 年 8 月 29 日閲覧) 

CCQI <https://carboncreditquality.org/download/Methodology/CCQI%20Methodology%20-%20Version%203.0.pdf>(2022

年 8 月 29 日閲覧) 

ICVCM Core Carbon Principle <https://icvcm.org/wp-content/uploads/2022/07/ICVCM-Public-Consultation-FINAL-Part-

2.pdf>(2022 年 8 月 29 日閲覧) 
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表 2-7 CORSIA適格プログラムに対する基準20 
 

条件 概要 

1 方法論及びその策
定プロセスが明確 

適格性判断基準及び定量化の手法について、策定プロセスも含め公
開されている。 

2 スコープについて
の設定 

対象外となる活動の種類及び適格となる判断基準（分野、種類、地
域等）が規定されている。 

3 オフセットクレジ
ットの発行、償却
手続き 

オフセットクレジットについて、発行、償却、取消の在り方、対象と
なるクレジット期間等が公開されている。 

4 特定及びトラッキ
ング 

発行されたクレジット単位ごとにシリアルナンバーが付与され、ト
ラッキングに関する手続き、セキュリティの高い登録簿を具備して
おり、所有権が明確である。 

5 移転の法的性格 クレジット単位の所有権としての位置づけが明確で、公開されてい
る。 

6 バリデーション、
ベリフィケーショ
ン手続き 

バリデーション、ベリフィケーション、及びそれらを担当する機関
の認定に関する手続きが定められ、公開されている。 

7 ガバナンス プログラムの運営に責任を有する者及び意思決定手続きが公開され
ている。 

8 透明性・市民参加 利害関係者に提供される情報、地域の協議要件、パブコメ規定、検
討方法等について公開されている。 

９ セーフガード 環境・社会リスクに対処するセーフガードが策定され、公開されて
いる。 

10 持続可能な開発基
準 

持続可能な開発にどのように貢献し、またそれらがどのようにモニ
タリング・報告・検証（MRV）されるかという基準が公開されている。 

11 二重算出・発行・
計上の防止 

国内、国際炭素市場が進展する中において、どのようにこれらに対
応するかに関する情報がある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
20 出所）ICAO, 2019. CORSIA Emissions Unit Eligibility Criteria より作成 
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表 2-8 CORSIAのオフセットクレジットに対する基準21 

 条件 概要 

1 追加的である · 法令等の義務要件に対して超過的であり、保守的、BAUシナリオを超過
する排出削減・吸収と定義されている。 

· 追加性立証の手続きが存在し、認定された第三者の評価及びオフセット
クレジットのプログラムによるレビューを経る。 

· ポジティブリストがある場合はそれがどのように決定され、保守的であ
るかについて公開されている。 

2 現実的、信頼できる 
ベースライン 

· オフセットクレジットは現実的、擁護可能、保守的なベースラインに
対して発行される。 

· ベースラインとその前提は公開される。 

3 定量化され、MRVが 
行われている 

· 排出削減量の算定は保守的かつ透明であり、正確な計測及び定量化手
法に基づき定期的に行われる。 

· 排出削減量は認定された第三者機関の検証が行われる。これは事後的
に行われるものであり、排出削減が行われる前に発行されるオフセッ
トクレジットは不適格となる。 

4 責任範囲が明確、透
明である 

· クレジットに対する ID の付与、登録簿を介した取消等が行われてい
る。 

5 恒久的な排出削減
を 
もたらす 

· 非永続性があるものについては、それらは不適格とされるか、または
それらのモニタリング、緩和、補償のための手続きが具備されている。 

6 他所での排出増加
の 
評価、緩和を行う 

· プロジェクト境界外で排出するリーケージが起こらないプロジェクト
に限定され、プログラムにはリーケージの評価・緩和のための手続き
が具備されている。 

7 排出削減義務に対
して 
1度しか計上されな
い。 

· ①二重発行、②二重利用（登録簿での重複）、③売り手と買い手の二重
計上（double claiming）を回避する対策が講じられる。 

· ③については、航空事業者とホスト国の間での二重計上が行われない
ことが条件となる。 

8 正味の害を与えな
い 

· 地域、当該国の規制を遵守し、それを担保する体制について公開され
ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
21 出所）ICAO, 2019. CORSIA Emissions Unit Eligibility Criteria より作成 



 

25 

 

 

今後質の高いクレジットに対する需要は高まるが、供給が追い付かず価格は上昇すると

予測される。例えば、相当調整（ホスト国の NDCとの二重計上を避ける）されたクレジット

は、相当調整されていないクレジットと比べて供給量が減少し、価格が 1.5 倍から 2 倍ほ

ど価格上昇すると予測される。CORSIA 適格ユニットとなるためには、相当調整が必要とな

る。 

 

 

図 2-18 世界のボランタリ炭素クレジット価格の予測-相当調整あり、なし、による違い22 

  

 
22 出所）Trove Research、Future Demand, “Supply and Prices for Voluntary Carbon Credits – Keeping the Balance”＜

https://trove-research.com/wp-content/uploads/2021/06/Trove-Research-Carbon-Credit-Demand-Supply-and-Prices-1-June-

2021.pdf＞(2022 年 10 月 5 日閲覧)を基に、ＭＲＩが日本語訳を追記 
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2.4 海外エアラインのオフセット動向の把握 

2.4.1 海外エアラインのオフセット必要量 

世界のエアラインの炭素排出量について、ICAO-LTAGが想定する３つの統合シナリオ（IS）

のうち、技術、運用、燃料にかかる政策実現の高まりを想定した IS2（中間的シナリオ）基

に推計した。その結果、航空需要及び SAF供給について中程度を仮定した場合、世界全体の

航空会社のオフセット必要量は、2024年単年で 4,000万トン、2035年単年で 1億 2百万ト

ン、第１フェーズの３年間分で 1億 5千万トンと予測される。 

 

表 2-9 ICAO－LTAG統合シナリオ３ケース 

 

 

 

 

図 2-19 世界の航空会社全体の CO２排出量残余分、ベースライン排出量、オフセット必要量(国際

線)（百万トン） 

 

2.4.2 世界の CORSIA適格炭素クレジットの供給量 

2022 時点で条件が明らかなパイロットフェーズにおける CORSIA 適格クレジットの供給

量は単年約 1,100 万トンと推定される(表 2-10)。世界においても、大幅な供給引き上げが

なければ CORSIA開始時点から需給切迫が想定される。2022時点で条件が明らかなパイロッ

トフェーズにおける CORSIA適格クレジットの足元の供給量は単年約 1,100万トンと推定さ

れる。 

一方で、上述のとおり IS シナリオで想定される世界全体で必要な CORSIA 適格クレジッ

ト量は 2024 年単年で、4,000 万トンである。第 1 フェーズ以降の供給量、また各国の削減
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目標達成や他セクターのオフセット需要等との競合によりエアラインによる利用可能量は

変動するが、大幅な供給引き上げがなければ CORSIA 開始時点から需給切迫が想定される。 

 

表 2-10 適正スコープ発行量（tCO2e／年、概算） 

クレジット制度 2021 年推計 2022 年推計 

ACR (American Carbon Registry) 138 万 414 万 

ART (Architecture for REDD+ Transaction) - 0 

China GHG Voluntary Emission Reduction Program 0 - 

CDM (Clean Development Mechanism) 546 万 414 万 

CAR (Climate Action Reserve) 3 万 4 万 

GCC (Global Carbon Council) 0 2 万 

GS (Gold Standard) 388 万 220 万 

VCS (Verified Carbon Standard) 9 万 79 万 

合計 1,084 万 1,132 万 
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2.4.3 海外エアラインの取組み 

海外大手航空会社は 2030年、2050年ともに野心的な炭素排出目標を設定している。た

だし炭素排出量削減目標を達成する為の種々の方策における炭素クレジットの位置づけは

エアラインによって大幅に異なる。下表は海外エアラインの内代表的な７社についてそれ

ぞれの年次報告書や環境報告書から炭素排出削減目標やその為の方策に関する記述を抜粋

したものである。 

 

表 2-11 海外大手航空会社の削減目標23 

 
American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air 

France 
Group 

Finnair 

Scope1排出量
（2021年）
(MtCO2e) 

28.81 21.37 24.25 10.92 13.82 16.20 1.15 

Scope 
1＋２＋３排出
量 
(MtCO2e) 

42.00 27.09 26.99 14.24 18.63 19.06 1.41 

GHG

削
減
目
標 

短中期 原単位；
2019年値
から 45％
削減 

原単位；
2035年ま
でに 2019
年値から
50％削減 

原単位；
2035年ま
でに 2019
年値以下 
（売上ト
ンキロ当
たり） 

Scope 1+2
排出量合
計； 
2030年ま
でに 2019
年比 20％
削減 

排出量合
計；2030
年までに
2019年比
50％削減 

排出量合
計；2030
年までに
2005 年比
の 50%削減 
原単位；
2030年ま
でに 2019
年比 30%削
減 

排出量合
計；2025
年までに
2019値か
ら 50％削
減 

長期 
2050年まで 

カーボン
ニュート
ラル 

カーボン
ニュート
ラル
（内、炭
素クレジ
ットは使
用せず） 

カーボン
ニュート
ラル 

カーボン
ニュート
ラル 

カーボン
ニュート
ラル 

カーボン
ニュート
ラル 

カーボン
ニュート
ラル
（2045年 
までに） 

※原単位；単位旅客当たりの GHG排出量) 
  

 
23 出所）各航空会社のサステナビリティ・レポート、アニュアル・レポートから三菱総合研究所が作成 
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表 2-12 大手航空会社の CN戦略における炭素クレジットの位置づけ24 

 
American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air France 

Group 
Finnair 

カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト 

自
社
目
標
達
成
の
た
め 

· 炭素クレジ
ット購入の
可能性に言
及しながら
も具体的な
購入量や調
達先につい
ては言及し
ていない 
· CORSIA に関
する不確定
要素が多い
為としてい
る 

· 炭素クレジ
ットは間接
的な削減方
法とし、中
期目標、長
期目標の達
成には使用
せず、可能
な限り直接
的な削減方
法である 

· DACや SAF
に投資し使
用していく 

· 2021 年中に
＄9,500万
を炭素クレ
ジット購入
に支払った 
· デルタ航空
の定めた炭
素クレジッ
トの質に関
する基準を
満たす炭素
クレジット
を購入した
とのこと 

· 短中
期的に炭素
クレジット
使用は重要
と位置付け 

· 気候変動関
連目標を達
成するため
に、CORSIA
適格ユニッ
トを使用す
ることにつ
いて言及有
り、具体的
な数値につ
いては不明 

· 2030年の中
期目標には
炭素クレジ
ットは使わ
ないと宣言
あり 
· ただし、EU-
ETS への対
応の為炭素
クレジット
を購入して
いる 

· 炭素クレジ
ットの使用
に言及なし 

· SAFや電気
飛行機など
の新技術に
投資してい
くとのこと 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス 

· Cool Effect
という非営
利団体とパ
ートナーシ
ップを組
み、顧客向
けサービス
を提供 

· 顧客向け炭
素クレジッ
トサービス
は
Conservation 
Internationa
lと提携し
提供 

· 同時に Eco 
Skiesとい
う、SAFの
購入に顧客
が貢献でき
るプログラ
ム有り 

不明 · ブリ
ティッシ
ュ・エアウ
ェイズは非
営利団体の
Pure 
Leapfrog と
提携して顧
客向けサー
ビスを提供 

· myclimate
や Climate 
Austriaと
提携し、顧
客向けサー
ビスを提供 

· A Tree for 
You という
植林プロジ
ェクトに特
化した団体
と提携 
· 同時に、
AirFrance/K
LM が SAFを
購入する為
の費用に貢
献できるサ
ービスあり 

· 顧客は SAF
への貢献か
炭素クレジ
ットの購入
か、または
混合かを選
ぶことがで
きる 
· 炭素クレジ
ットは
Choooseと
いう企業と
提携提供 

そ
の
他 

  
· デルタ航空
は TSVCMに
加入 

· 2021
年は EU-ETS
から 21万 9
千トン分の
炭素クレジ
ットを、ボ
ランタリの
炭素プロジ
ェクトから
発生した炭
素クレジッ
トを 19万 7
千トン購入
した 

 
· 2020年 1月
よりフラン
ス国内線の
排出分につ
いては炭素
クレジット
によって相
殺しカーボ
ンニュート
ラルとした 
· 2021年 12
月末日まで
に支払った
炭素クレジ
ット購入費
用は€200 万 

· Choooseの
プラットフ
ォームでは 
VCS, the 
Gold 
Standard, 
ACR、CARと
いった
CORSIA適格
ユニットを
購入するこ
とができる 

 
American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air France 

Group 
Finnair 

 
24 出所）各航空会社のサステナビリティ・レポート、アニュアル・レポートから三菱総合研究所が作成 
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American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air France 

Group 
Finnair 

カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト 

自
社
目
標
達
成
の
た
め 

· 炭素クレジ
ット購入の
可能性に言
及しながら
も具体的な
購入量や調
達先につい
ては言及し
ていない 
· CORSIA に関
する不確定
要素が多い
為としてい
る 

· 炭素クレジ
ットは間接
的な削減方
法とし、中
期目標、長
期目標の達
成には使用
せず、可能
な限り直接
的な削減方
法である 

· DACや SAF
に投資し使
用していく 

· 2021 年中に
＄9,500万
を炭素クレ
ジット購入
に支払った 
· デルタ航空
の定めた炭
素クレジッ
トの質に関
する基準を
満たす炭素
クレジット
を購入した
とのこと 

· 短中
期的に炭素
クレジット
使用は重要
と位置付け 

· 気候変動関
連目標を達
成するため
に、CORSIA
適格ユニッ
トを使用す
ることにつ
いて言及有
り、具体的
な数値につ
いては不明 

· 2030年の中
期目標には
炭素クレジ
ットは使わ
ないと宣言
あり 
· ただし、EU-
ETS への対
応の為炭素
クレジット
を購入して
いる 

· 炭素クレジ
ットの使用
に言及なし 

· SAFや電気
飛行機など
の新技術に
投資してい
くとのこと 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス 

· Cool Effect
という非営
利団体とパ
ートナーシ
ップを組
み、顧客向
けサービス
を提供 

· 顧客向け炭
素クレジッ
トサービス
は
Conservation 
Internationa
lと提携し
提供 

· 同時に Eco 
Skiesとい
う、SAFの
購入に顧客
が貢献でき
るプログラ
ム有り 

不明 · ブリ
ティッシ
ュ・エアウ
ェイズは非
営利団体の
Pure 
Leapfrog と
提携して顧
客向けサー
ビスを提供 

· myclimate
や Climate 
Austriaと
提携し、顧
客向けサー
ビスを提供 

· A Tree for 
You という
植林プロジ
ェクトに特
化した団体
と提携 
· 同時に、
AirFrance/K
LM が SAFを
購入する為
の費用に貢
献できるサ
ービスあり 

· 顧客は SAF
への貢献か
炭素クレジ
ットの購入
か、または
混合かを選
ぶことがで
きる 
· 炭素クレジ
ットは
Choooseと
いう企業と
提携提供 

そ
の
他 

  
· デルタ航空
は TSVCMに
加入 

· 2021
年は EU-ETS
から 21万 9
千トン分の
炭素クレジ
ットを、ボ
ランタリの
炭素プロジ
ェクトから
発生した炭
素クレジッ
トを 19万 7
千トン購入
した 

 
· 2020年 1月
よりフラン
ス国内線の
排出分につ
いては炭素
クレジット
によって相
殺しカーボ
ンニュート
ラルとした 
· 2021年 12
月末日まで
に支払った
炭素クレジ
ット購入費
用は€200 万 

· Choooseの
プラットフ
ォームでは 
VCS, the 
Gold 
Standard, 
ACR、CARと
いった
CORSIA適格
ユニットを
購入するこ
とができる 
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表 2-13 大手航空会社の SAFの調達に向けた動き25 

 American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air France 

Group 
Finnair 

目標 2030年まで
に合計ジェッ
ト燃料の内
10％を SAFで
調達 

言及なし 2030 年まで
に合計ジェッ
ト燃料の内
10％を SAFで
調達する。こ
れを達成する
為には年間 4
憶ガロンの
SAFの購入が
必要 

2030 年まで
に合計ジェッ
ト燃料の内
10％を SAFで
調達 

2025年まで
に欧州連合
（EU)内の空
港では SAFを
ジェット燃料
の内 2％、
2030年まで
に 5％混合 

2030 年まで
に 10％を、
2050 年まで
に 63％の燃
料を SAFで
調達 

言及なし 

調 達 方
法 

· 2020年～
2023年に
Nesteから
900万ガロ
ン購入の契
約、2021年
に Aemetis
社から 
· Oneworld 
allianceの
他企業と共
同で購入の
意思を示し
た分の SAF
（２０２４
年からの７
年間）も含
めると合計
で、1億 2
千万ガロン
の SAFを購
入済み 

· 複数の SAF
製造のスタ
ートアップ
(Cemvita 
Factory、
Alder 
Fuels、
World 
Energy な
ど)に出資 

· Fulcrum 
Bioenergy
とは 9千万
ガロンの
SAF を購入
する 10年
間の長期調
達に合意 

· Nesteから
100万ガロ
ン
(2021/2022
年から)、
Aemetis 社
から 1000万
ガロン(2024
年から)を購
入すること
を合意 
· 2022年に
は、GEVOか
ら 7500万ガ
ロン/年間を
2025年から
購入、NWABF
から年間
6000万ガロ
ン/年間を
2026年から
購入する契
約を締結 

· Phillips 
66 とパート
ナーシップ
を組み、英
国で初めて
の SAF製造
拠点を創設 

· 2022年から
SAF を供給
できる予定 

· 他にも、ブ
リティッシ
ュ・エアウ
ェイズは
Velocys
と、イベリ
ア航空は
Repsol と
Cepsa から
SAF を購入
する予定 

· 短期
的には、2憶
5千万ドルを
SAFの購入に
確保、購入
先に言及な
ｓじょ無し 
· 長期
的には
Lufthansaが
立ち上げた
Clean Tech 
Hubを通して
革新的な供
給コンセプ
トを支援 

· 2021年 10
月、
TotalEnerg
ies から調
達した SAF
を使用して
ニース-パ
リ間のフラ
イトを運行 
· 長期的な調
達先に言及
なし 

· フィンラン
ドに拠点の
ある Neste
から購入予
定 
· 2021年には
310トンの
SAFを購入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
25 出所）各航空会社のサステナビリティ・レポート、アニュアル・レポートから三菱総合研究所が作成 
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表 2-14 大手航空会社の CDRに８い＾ｍ対する取り組み26 

American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
Air France 

Group 
Finnair 

2050年まで
のカーボンニ
ュートラル戦
略の手法に
CCUSは含ま
れていない 

1PointFive
という世界最
大の DACキャ
パシティ技術
を持つ企業に
投資する旨を
2020年に発
表。この DAC
技術で最大
100 万トン/
年の炭素除去
が可能とのこ
と 

CCUSについ
ては重要な技
術であるた
め、戦略につ
いて検討中。
具体的な戦略
には言及なし 

2050年ビジ
ョンでは、
CCSを含む炭
素除去技術が
20％を占める
予定 

CCUSについ
ては言及な
し。気候変動
関連目標達成
の為の手段と
しても挙げら
れていない 

他の航空関連
企業27と共同
で 1PointFive
から、2025年
から 2028年ま
での間に合計
40万トンの炭
素クレジット
を購入する為
に交渉する旨
の書類に署名 

言及なし 

 
26 出所）各航空会社のサステナビリティ・レポート、アニュアル・レポートから三菱総合研究所が作成 

27 *Airbus, Air Canada,easyJet, International Airlines Group, LATAM Airlines Group, Lufthansa Group、Virgin Atlantic 
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3. 国内航空に関わる最新動向 

3.1 国内のカーボンプライシングの導入に向けた動向 

カーボンプライシングが導入されている諸外国では、当該国の国内航空セクターが対象

となっているケースが確認されている。日本では、令和 2 年 10 月の 2050 年カーボンニュ

ートラル宣言を経て、政府による成長に資するカーボンプライシングの在り方の本格的議

論が開始されており、令和 4 年 6 月 7 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方

針 2022」では、“成長促進と排出抑制・吸収を共に最大化する効果を持った、「成長志向型

カーボンプライシング構想」を具体化し、最大限活用する”方針が示されている。ここでは、

国内におけるカーボンプライシング関連施策に関する議論の最新動向を確認した。検討状

況は図 3-1 以下のとおり。 

 

図 3-1 国内におけるカーボンプライシング関連施策28 

 

その後、2022年 11月 24日に開催された、「クリーンエネルギー戦略検討合同会合（経済

産業省）」において、以下の方針が示された。29 

今後 10 年間に 150 兆円超の官民 GX 投資を実現し、国際公約と、我が国の産業競争力強

化・経済成長を同時に実現していくため、『成長志向型カーボンプライシング構想』を速や

かに実現・実行する。 

成長志向型カーボンプライシング構想の基本的な考え方としては、以下の 3 点を柱に検

 
28 出所）内閣府 経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和 4 年 6 月 7 日）、環境省 カーボンプライシングの

活用に関する小委員会（第 20 回）資料１（令和 4 年 3 月 28 日）、経済産業省 GX リーグにおける排出量取引に

関する学識有識者検討会（第 1 回）資料（令和 4 年 9 月 6 日）、経済産業省ウェブサイト GX リーグ基本構想 

＜https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/GX-league/gx-league.html＞（令和 4 年 9 月 14 日

閲覧） 

29 出所）ＧＸを実現するための政策イニシアティブの具体化について（クリーンエネルギー戦略検討合同会合事

務局）令和４年 11 月 24 日 
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討が進められている。 

① 代替技術の有無や国際競争力への影響等を踏まえて実施しなければ、我が国経済に

悪影響が生じるおそれや、国外への生産移転（カーボンリーケージ）が生じることを

踏まえ、直ちに導入するのではなく、GXに取り組む期間を設けた上で導入。 

② 最初は低い負担で導入し、徐々に引き上げていくとともに、その方針を予め示すこと

で、GX投資を前倒し。 

③ カーボンプライシング(CP)導入の結果として得られる将来の財源を裏付けとした

「GX経済移行債(仮称)」を発行。これにより、大胆な先行投資支援。 

 

10月 26日の第 3回 GX実行会議（内閣官房）では、「炭素に対する賦課金」と「排出量取

引市場」の双方を組み合わせる、「ハイブリッド型」とするなど、効果的な仕組みを検討す

るよう指示あり。 

排出量取引制度については、自主性に重きを置く「GX リーグ」における排出量取引制度

（GX-ETS）を軸に、国際的なカーボンプライシングの動向等を踏まえ、段階的な発展の必要

性、方法等について今後議論が行われる見込み。 

 

GX リーグ基本構想では、参画企業に対し、自主的な排出削減目標の設定と、目標実現に

向けた挑戦、その取組を公表することを求めている。 

削減目標の設定においては、２０５０年カーボンニュートラル目標に整合と考える２０

３０年目標を設定することを必須項目としつつ、NDC相当以上（2013年度比▲46%）の目標

を掲げた場合、目標超過達成時に排出枠を売却できる仕組みとすることで、野心的な目標設

定へのインセンティブ付けを行うこととしている。30 

 

 

 
30 出所）来年度から本格稼働するＧＸリーグにおける排出量取引の考え方について（GX リーグ設立準備事務

局）令和４年９月６日 
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削減目標達成・未達時に超過削減枠や Jクレジット・JCM等の一般に流通するカーボンク

レジットの取引を行う場として、カーボン・クレジット市場を創設予定。（2022年度は東京

証券取引所で実証中） 

取引価格を企業の脱炭素投資の目安として機能させる目的に照らして、実証では価格が

公示されない相対取引ではなく、価格が公示される取引所取引で試行されている。 

 

 

図 3-2 GX-ETSの手続き案（概要）31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
31 出所）来年度から本格稼働するＧＸリーグにおける排出量取引の考え方について（GX リーグ設立準備事務

局）令和４年９月６日 
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GX リーグの段階的発展・活用を通じて、政府は GX 経済移行債を発行し、企業の GX 促進

を支援予定。 

 

 

図 3-3 成長志向型カーボンプライシング構想32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
32 出所）クリーンエネルギー戦略検討合同会合事務局、クリーンエネルギー戦略中間整理を踏まえたＧＸの実行

推進に向けて（令和４年 11 月 14 日） 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/009_01_00.pdf 
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3.2 諸外国における市場メカニズムを活用した航空セクターの気候変動対策の動向 

現在、世界では 68のカーボンプライシング制度が運用されており、さらに 3制度が導入

準備段階にある。図 3-4では、主要なカーボンプライシング制度がそれぞれカバーする排

出量の絶対値（バブルの大小）・対象地域内でのカバー率（横軸）・炭素価格（縦軸）を示し

ている。 

 

図 3-4 主要なカーボンプライシング制度33 

 

＊同地域内で複数の価格が設定されている場合、より大きな排出量シェアに適用される価格を採
用。 
＊＊カナダでは、州レベルと連邦レベルで複数の異なる CP制度が適用されている。ここでは、Ｃ
Ｐ制度が適用される総排出量の大きさを示す。 

  

 
33 出所）THE WORLD BANK「State and Trends of Carbon Pricing 2022」（２０２２年 5 月 24 日）をもとに作成。 
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3.2.1 諸外国のカーボンプライシング制度と航空セクターの取り扱い 

主要な炭素税制度においては、国際航空に使用される燃料は課税対象外としている場合

が多く、域内航空についても減免措置を取っている例が多数であるが、表 3-1の制度にお

いては、航空用燃料に対して何らかの形で炭素税を適用していることが確認できた。 

表 3-1 航空用燃料に対する炭素税の適用34 

地域 導入年 課税対象・減免措置 税率 

メキシコ 2014年 天然ガス以外の化石燃料の燃焼に対し課
税。アスファルトや潤滑油等、燃焼に用
いられない場合は課税対象外。2022年 3
月、財務局が、ガソリンとディーゼルに
適用される炭素税の免税を発表。 
→航空部門の減免に関する言及なし 

8～74MXN（0.42～
4USD）/tCO2eの範囲
で、燃料種ごとに設
定。（天然ガスと比較
した場合の CO2排出量
に追加でかかる） 

カナダ 
ブリティッ
シュコロン
ビア州 

2008年 化石燃料の購入・州内での最終消費に対
し課税。 
免税対象：越境輸送に使用される燃料、
農業用燃料、燃料製造に使用される産業
用原料使用等。 
→域内線に使用される燃料に課税 

50CAD/tCO2 
2021年に 45CAD/tCO2
から 5０CAD/tCO2へと
引き上げ予定だった
が、コロナウイルスの
影響により延期され、
2022年 4月に引き上げ
られた 

アルゼンチ
ン 

2018年 燃料税に代わる税として、ほぼすべての
液体燃料と、石炭製品・石油コークスを
対象としている。 
免税対象：国際航空、国際海運、輸出燃
料、バイオ燃料、化学プロセスの利用
分、等。 
→域内線に使用される燃料に課税 

ARS555/tCO2e 
(5USD/tCO2e) 
重油・石炭製品・石油
コークスについては、
上記の 10％の税率から
開始し、2028年に
100％まで引き上げられ
る予定 

南アフリカ 2019年 産業、電力、運輸部門の大企業が燃焼さ
せる化石燃料を対象に課税。 
国際航空燃料は非課税。域内航空につい
ては、条件に応じて 75～95％の範囲で減
免 

R144/tCO2e 
(10USD/tCO2e) 
2026年までに
20USD/tCO2e まで引き
上げ予定 

コロンビア 2017年 石油派生物を含む液体および気体の化石
燃料のうちプロセス利用以外に課税。石
炭を含む固体燃料には適用されず、天然
ガスは精製所や石油化学産業で使用され
る場合のみ適用 
→航空部門の減免に関する言及なし 

COP18830/tCO2e 
(5USD/tCO2e) 

 

また、主要な ETS制度においては、航空セクター自体が制度対象外となっている場合が多

いが、EU および韓国では、対象に含まれている。中国では複数省パイロット事業で域内航

空が規制対象であり、これを引き継ぐ形で全国 ETS 制度でも航空セクターが制度対象とな

る見込みである。 

 

 
34 出所）環境省 諸外国における炭素税等の導入状況（平成 29 年 7 月）

https://www.env.go.jp/policy/tax/misc_jokyo/attach/intro_situation.pdf、JOGMEC ウェブサイトカナダにおける温暖化

ガス排出規制：制度概要と課題（https://oilgas-info.jogmec.go.jp/info_reports/1008604/1008775.html）（最終閲覧日：

2022 年 9 月 27 日）、THE WORLD BANK Carbon Pricing Dashboad（最終閲覧日：2022 年 9 月 27 日） 
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表 3-2 主要な ETS制度35 

地域 導入年 対象 

航空 
セクタ
ー 

対象有
無 

対象部門 
排出枠価格
（USD） 

（ICAPより） 

米国北東州
地域
（RGGI） 

2009年 設備容量 25MW以上の発
電事業所 

✕ 電力 10.59 
オークション平均

価格 

輸送・気候
イニシアチ
ブ（TCI）
プログラム 

2022年 
（予定） 

輸送用燃料の所有者ま
たは流通業者が規制対
象となる見込み 

✕ 輸送（航空燃料除
く） 

－ 

米国カリフ
ォルニア州
ETS 

2013年 GHG排出量年間 2.5万
トン以上の事業者 

✕ 電力、産業、建
物、交通（航空部
門除く） 

22.43 
オークション平均

価格 

カナダ・ケ
ベック州
ETS 

2013年 GHG排出量年間 2.5万
トン以上の事業者、年
間 200ℓ 以上の燃料供給
者 

✕ 電力、産業、建
物、交通（航空部
門除く） 

22.40 
オークション平均

価格 

ニュージー
ランド ETS 

2008年 各対象部門において、
義務参加者と自主的参
加者の区分が設けられ
ている 

✕ 森林、液体化石燃
料、エネルギー、
産業プロセス、合
成ガス、廃棄物、
農業 

36.04 
オークション平均

価格 
34.95 

2次市場平均価格 

EU-ETS 2005年 熱入力 2万 kW超の燃焼
施設（発電等）、産業
施設、欧州域内のフラ
イト 

〇 電力、産業、航空
（域内） 

62.61 
オークション平均

価格 
64.77 

2次市場平均価格 

中国全国
ETS 

2021年 2013～2019年のいずれ
の年での年間排出量が
2.6万 tCO2以上の企
業・機関 

△ 電力（将来的に、
熱供給、石油化
学、化学工業、建
築材、鉄鋼、非鉄
金属、製紙、航空
に拡大される見込
み 
現在複数省のパイ
ロット事業で域内
航空が対象となっ
ている。） 

7.23 
2次市場平均価格 

韓国 ETS 2015年 年間 GHG排出量 12.5万
トン以上の事業者、2.5
万トン以上の事業所を
有する事業者 

〇 電力、産業、建
物、廃棄物、交通
（国内航空） 

23.06 
オークション平均

価格 
17.23 

2次市場平均価格 

 

 
35 出所）ICAP ウェブサイト（https://icapcarbonaction.com/en）（閲覧日：2022 年 9 月 26 日）、IGES（２０２１年 4

月）中国全国炭素排出量取引制度の進捗と展望 
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3.2.2 EU Fit for 55に関連する動向 

(1)Fit for 55及び EU-ETS改正指令案の概要 

主要な ETS制度の中で、2012年から航空セクターを制度対象としている EU排出量取引制

度（EU-ETS (Emissions Trading System)）について、昨年度に引き続き、制度の改正に係

る動向を調査した。 

欧州委員会は 2021年 7月 14日、2030年の温室効果ガス（GHG）削減目標の引上げ（1990

年比-40％→-55％）に伴う政策パッケージ「Fit for 55」を公表した。気候、エネルギー及

び燃料、運輸、建物、土地利用及び森林のセクターをカバーする８つの既存制度の改正と５

つの新規制度が提案され、バランスのとれたポリシーミックスにより構成されており、この

中で、EU－ETSの改正案を含む、航空セクターに関わる施策が複数提案されている。 

 

 

図 3-5 EU「Fit for 55」の全体像36 

注）赤字は航空セクターに関わる制度 
 

前述のとおり、「Fit for 55」の一環として、EU-ETS改革案が公表され、現行 ETSの対象

部門における 2030 年の削減目標を、2005 年比 43％減から 61％減に引き上げる方針が示さ

れた。 

また、現行 ETSの削減加速化や対象拡大に加え、道路交通・建物部門向け新 ETS創設、カ

ーボンリーケージ対策としての炭素国境調整措置（CBAM）導入、公正な移行（Just Transition）

のための新基金創設、各国収入の一部の EU 財源化など、多くの施策が盛り込まれている。 

  

 
36 出所） European Commission、JETRO 資料に基づき MRI 作成 ”Fit for 55’: delivering the EU‘s 2030 Climate 

Target on the way to climate neutrality“, https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/chapeau_communication.pdf(2021 年 7

月 30 日閲覧) JETRO ビジネス短信 https://www.jetro.go.jp/biznews/2021/07/b625104627664e28.html (2021 年 7 月

30 日閲覧) 
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表 3-3 ETSに関する主な提案37 

種別 概要 

削減目標 · 2030年削減目標を 2005年比-43％→-61％へ 

削減水準の強化 
· 割当総量のベースライン切り下げ割当総量の年次逓減率を
強化 

需給安定 · 市場安定化リザーブ（MSR）組入率の引上げの延長適用 

カーボンリーケー
ジ対策 

· 炭素国境調整措置（CBAM）導入 
· CBAM対象分野の無償割当を段階的に廃止 

航空部門 ETS 
· 産業用固定設備同様、割当総量に 4.2％の年次逓減率適用 
· 無償割当の段階的廃止 

対象拡大 · 海運を追加 

新規 ETS創設 
· 建物・道路交通部門への燃料供給を対象とする、「上流側」
ETSを既存 ETSとは別途新設 

EU財源強化 
· 既存、新規 ETSの各国オークション収入の一部を EU財源と
して拠出（※EU の条約改正が必要） 

各種基金への ETS資
金投入拡充 

· 後発国・高排出セクター向けの既存基金への割当枠、収益投
入の拡充 

· 交通・建物向け新規 ETSの収入の一部を、公正な移行支援の
ため新設される「社会気候基金」の資金として活用 

(2)航空セクターの取り扱い 

航空セクターは新型コロナの影響を除けば、排出削減が進んでいないとの評価の下、排出

削減強化のため、削減強化策が提案されている。域外フライトについて CORSIAが適用され

る。 

表 3-4 航空セクターの EU-ETS指令改正案38 

項目 現行 提案 
適用対象 
 

· 欧州経済地域(EEA)内発着のフ
ライト 

· EEA内発着のフライト 
· 域外フライトについては ICAOの「国
際民間航空のためのカーボン・オフセ
ット及び削減スキーム（CORSIA）」を
適用 

排出枠
の 
割当 
 

割当
総量 

· 過去（2004～2006年）の平均排
出実績の 95％を起点に割当総量
を決定 

· 2023年時点で活動を行っていた航空
事業者に対する割当合計量に下記の逓
減率（4.2％）を適用し、2024年の総
量を決定 

年次
逓減 

· 第 3 フェーズ（2013～2020年）
まで年次逓減なし 

· 第 4 フェーズ（2021～2030年）
から 2.2％の年次逓減 

· 4.2％の年次逓減（改正指令の発効翌
年から） 

無償
割当 

· 上記の割当総量の 85％をベンチ
マーク方式で無償割当 

· 無償割当を段階的にオークションに移
行 

· 2024年に従来の無償割当分の 25％、
2025年に 50％、2026 年に 75％をオー
クションに移行 

· 2027年以降は全量オークション 

 
37 出所）欧州委員会ウェブサイト,2021 年 7 月 14 日、Increasing the ambition of EU emissions trading をもとに作

成 

38 出所）航空部門に関する EU-ETS 指令改正提案 COM(2021) 552 final ＜https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52021PC0552＞ をもとに作成 
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1)EU-ETS指令改正案：適用対象の改正 

欧州経済領域（EEA）と EEA 外を結ぶ国際線については概ね CORSIA に従うこととされて

いるが、リスト国※１以外の一部の国との間の国際線については EU-ETSが適用される可能性

がある。 

日本政府は、2021年 11月、当該改正案に対するパブリックコメントとして、2016年の第

39回 ICAO総会及び 2019年の第 40回 ICAO総会の決議に反する旨の懸念を表明している。 

 

 

図 3-6 EU-ETSの航空部門への適用に関する提案内容39 

※１ CORSIA 参加国であって、CORSIA パイロットフェーズ（2021 年～2023 年）のベースラ
インが 2019 年であり、かつ、第 1 フェーズ以降（2024 年～）のベースラインが「2019
年と 2020年の平均」である第三国。 

※２ アルゼンチン、コロンビア、チリ、エジプト、モロッコ、ペルー、南アフリカ、チュニ
ジア等。ICAOにおいて、２０２４年以降のベースラインが「2019 年と 2020 年の平均」
以外のものに決定した場合、日本を含む多くの第三国が※１のリスト国に該当しないこ
ととなり、2027 年以降、EU間との国際線で EU-ETSが適用されるおそれがある。 

UK/スイスの取り扱い： 
欧州経済地域から UK/スイスへのフライトについては、欧州域内の国際線ルールに準拠 
UK/スイスから欧州経済地域のフライトについては UK/スイス独自の ETS を適用、スイス
ETSについては、EU-ETSと同様の扱いがスイスリンキングにより保証される。UK・スイス
間については、両国間の ETS が締結されるまでは ETSの対象外。 

  

 
39 出所）Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL amending Directive 

2003/87/EC as regards aviation‘s contribution to the Union’s economy-wide emission reduction target and appropriately 

implementing a global market-based measure (European Commission,2021) 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/revision_of_the_eu_emission_trading_system_for_aviation.pdf, Feedback from: 

Government of Japan (2021 年 11 月), https://ec.europa.eu/info/law/better-regulation/have-your-say/initiatives/12494-EU-

emissions-trading-system-updated-rules-for-aviation/F2749228_ja 
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2)EU-ETS指令改正案：無償排出枠の割当ての段階的廃止 

無償割当の段階的廃止により、2027 年以降は全量オークションによって排出枠を調達す

る必要がある。また、改正指令が発効された翌年から割当量の年次逓減率が 4.2%に引き上

げられる予定となっており、適用されれば割当総量もさらに削減される。 

現在、本邦エアラインも、EU域内の運航については EU-ETSの対象となっている。本邦エ

アラインの EU域内の運航は相対的に少ないため、影響は軽微であると考えられるが、この

改正案により、2024 年以降、負担が段階的に増加することとなる。 

 

 

図 3-7 2020年以降の排出枠と無償割当量の推移のイメージ40 

 

表 3-5 排出枠の無償割当と CORSIA 適格排出ユニットの取扱い41 

項目 内容 

排出枠の無償
割当 

· 無償割当の段階的廃止：無償割当は段階的に廃止。（2024年に 25％削減、
2025年に 50％削減、2026年に 75％削減され、2027年以降はゼロ） 

· 2024～2026 年の無償割当は、2023 年に検証された排出量に比例して個々
の事業者に割り当て。 

CORSIA適格 
排出ユニット 
（炭素クレジ
ット）の取扱い 

· 後発開発途上国または小島嶼国でない限り、CORSIAを免除されている国の
プロジェクトから発行される CORSIA適格排出ユニットの利用を認めない。
ラテンアメリカ諸国では例として、アルゼンチン、チリ、コロンビア、ペ
ルーなど、アフリカでは例としてエジプト、モロッコ、南アフリカ、チュ
ニジアなどが該当。 

· ICAO によって CORSIA 適格排出ユニットとして承認されていない場合で
も、追加のオフセットが許可される可能性がある。 

 

 
40 出所）Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL amending Directive 

2003/87/EC as regards aviation's contribution to the Union’s economy-wide emission reduction target and appropriately 

implementing a global market-based measure (European Commission,2021), 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/revision_of_the_eu_emission_trading_system_for_aviation.pdf をもとに作成 

41 出所）Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL amending Directive 

2003/87/EC as regards aviation's contribution to the Union’s economy-wide emission reduction target and appropriately 

implementing a global market-based measure (European Commission,2021) 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/revision_of_the_eu_emission_trading_system_for_aviation.pdf 
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(3)EU-ETS改正案成立プロセス 

EU法は通常、欧州議会と EU理事会による「共同立法」で、欧州委員会が提示した法案に

対する議会のポジション（委員会案を承諾あるいは修正案）を理事会が承認することで、法

が成立する流れとなる。理事会が議会のポジションを承諾しない場合、第 2・第 3読会で議

論されることとなっているが、実際には第 1読会で議会ポジションを出す前に、議会・理事

会・委員会の非公式三者協議（Trilogues）で妥協案に合意し、第 1読会で成立させること

が多い。 

 

 

図 3-8 EUにおける通常立法手続き42 

 

EU-ETS改正案は 2022年 6月 7日本会議で否決（無償排出枠の廃止時期をめぐって議論が

決裂）され、その後、初案より CBAM 対象部門の無償割当の廃止時期を後ろ倒し（2030 年

→2032 年）にするなど、一部内容を修正した改正案が 6 月 22 日に議会本会議採択された。 

非公式扱いの三者協議（委員会・議会・理事会）において、ETSについては 7月末から協

議が開始され、本業務の第一回小委員会が開催された 10 月時点でも議論中であった。43以

下に、2022年 10月現在の議論内容を示す。 

 

 
42 出所）Handbook on the Ordinary Legislative Procedure（２０２０年 9 月）

https://www.europarl.europa.eu/cmsdata/215107/OLP_2020_EN.pdf、国立国会図書館リサーチナビ「EU（欧州連合）-

EU 法の立法過程」（https://rnavi.ndl.go.jp/jp/guides/eu-rippou.html#[4]）（閲覧日 2022 年 9 月 26 日）をもとに作成。 

43 出所）European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council amending 

Directive 2003/87/EC as regards aviation‘s contribution to the Union’s economy-wide emission reduction target and 

appropriately implementing a global market-based measure, COM(2021) 552 final, Article 1(2)(b）、Council of the European 

Union, “Press release – Fit for 55 package: Council reaches general approaches relating to emissions reductions and their 

social impacts”, 29 June 2022、European Parliament and Council adopt positions on ETS and CBAM proposals: next 

steps—final agreement & formal adoption（２０２２年 7 月 6 日）https://www.whitecase.com/insight-alert/european-

parliament-and-council-adopt-positions-ets-and-cbam-proposals-next-steps（閲覧日：2022 年 9 月２２日）、ICAO 

（2022 年 8 月 24 日）COUNCIL — 226TH SESSIONSEVENTEENTH MEETING 
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EU 内部の議論 

⚫ 欧州委員会の提案に対して、議会側はさらなる規制強化を求める立場、理事会側は一部緩和を

求める立場で議論が行われている。 

⚫ 欧州議会は、無償割当廃止を委員会提案よりさらに前倒し、50％を 2024 年に、残りの 50％2025 

年に廃止することを提案。また、欧州経済領域（EEA）を出発するすべての便（EEA 以外の目的

地に向かう便を含む）に EU-ETS が適用されることを望んでいる。 

⚫ 一方、理事会は、2027 年までの無償割当の段階的廃止について、SAF の使用に伴う追加コスト

を補償するために、廃止される無償割当のうち 2000万ｔ分の排出枠を別途確保しておくことに

合意した。さらに、特定の地理的状況を考慮し、無償割当の廃止について経過措置の実施を提

案している。 

 

ICAO は、Covid-19 の流行により航空セクターが大きなダメージを受けたことを考慮し、

当初 2019年から 2020年の排出量の平均値を基準とする予定だった 2024年以降のベースラ

インについて、2019 年のみを基準とする「セーフガード調整」に合意し、航空会社の目標

を事実上引き下げる方向としていたが、第 41回総会決議において、このベースライン値を

２０１９年の８５％に変更する（排出量削減義務を増加させる）ことを決定した。この決定

を受ける以前、EU-ETS側では、第 1フェーズ以降のベースラインが「2019年と 2020年の平

均」である第三国以外と EEA を結ぶフライトを EU-ETSの対象とする方針を示していた（図 

3-）。つまり、第１フェーズ以降のベースラインが 2019年値となった場合、CORSIA参加国、

かつ EU-ETS の規制対象となる可能性が生じ、CORSIA 参加国からの反発を招く恐れがあっ

た。 

ベースライン値を 2019年の 85％に変更されたことで、上述の可能性は回避されたと考え

られるが、本業務では、2012年に EUが航空セクターを制度対象とする際、EU域内を発着す

るすべてのフライトを ETSの対象とすることを発表した（Directive 2008/101/EC）ことに

対する各国の対抗措置についてまとめた。EU 側は、このとき、各国からの対抗措置と 2013

年 ICAO総会での議論を受けて、対象を EU域内のフライトのみに変更している。 
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評 3-6 各国の EU-ETS対抗措置の概要44 

国 制定年 対抗措置の概要 

米国 ２０１２
年 

⚫ オバマ元大統領の署名により”European Union Emissions 
Trading Scheme Prohibition Act 2011”を制定 

→ 米国の民間航空機の運航者が欧州連合の排出権取引制度に参加
することを禁止 

ロシア ２０１２
年 

⚫ フィンランドの航空会社であるフィンエアーに新たな就航許可
（overflight right）を付与することを拒否 

⚫ 他の EUの航空会社にも同じ処罰をすると脅迫 

中国 ２０１２
年 

⚫ 中国国務院のウェブサイト上の声明において、中国の航空会社
に対し、関係政府部門の承認を得ずに航空会社が EU-ETSに参加
することを禁止する指令を出したと発表 

⚫ エアバス社からの５５機の航空機購入を保留 
→ ”stop the clock”の決定後、中国東方航空はエアバス社へ６
０機の発注を発表 

インド ２０１２
年 

⚫ 政府の事前承認なしにクレジット購入や排出データの共有等、
EU-ETSを遵守しないよう指示 

⚫ エアバス社からの購入キャンセルやインド上空の飛行に対する
金額の請求も示唆 

中国・ロシ
ア 

２０１１
年 

⚫ 中国とロシアは EU-ETSの航空分野への適用に関する共同声明を
発表 

→ 「一方的で強制的な EUの行動への反対」、「他国の主権を侵害
および気候変動への対応を弱めることによる国際空港への悪影
響」、「関係国間の相互合意の必要性」を主張し、EU-ETSへの反
発を表明 

 

  

 
44  
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(4)EU-ETS指令改正案の最新動向 

２０２３年２月現在、EU-ETS指令改正案は、７月から始まった非公式三者協議（Trilogues）

を終え、Trilogue合意に至った。Trilogueの合意文書45、及びプレスリリース等で確認でき

る、当初提案からの変更内容を示す。 

 

表 3-7 Trilogue合意における当初提案からの変更点 

項目 現行 提案 Trilogue合意（※） 

適用対象 
 

· 欧州経済地域(EEA)内
発着のフライト 

· EEA内発着のフライト 
· 域外フライトについては
ICAOの「国際民間航空の
ためのカーボン・オフセッ
ト及び削減スキーム
（CORSIA）」を適用 

· 同左 
· CORSIA 非適用の域外
フライトについては
２０２７年以降対象
に 

排出
枠の 
割当 
 

割
当
総
量 

· 過去（2004～2006
年）の平均排出実績
の 95％を起点に割当
総量を決定 

· 2023年時点で活動を行っ
ていた航空事業者に対する
割当合計量に下記の逓減率
（4.2％）を適用し、2024
年の総量を決定 

· 固定施設同様、年次
逓減率が、２０２４
年～２０２７年
4.3％、以降 4.4％へ
引き上げられる。 

年
次
逓
減 

· 第 3フェーズ（2013
～2020 年）まで年次
逓減なし 

· 第 4フェーズ（2021
～2030 年）から
2.2％の年次逓減 

· 4.2％の年次逓減（改正指
令の発効翌年から） 

· 同上 
 

無
償
割
当 

· 上記の割当総量の
85％をベンチマーク
方式で無償割当 

· 無償割当を段階的にオーク
ションに移行 

· 2024年に従来の無償割当
分の 25％、2025年に
50％、2026 年に 75％をオ
ークションに移行 

· 2027年以降は全量オーク
ション 

· 2024年：従来の無償
割当分の 25％ 

· 2025年：50％ 
· 2026年以降は全量オ
ークションへ（全量
オークションへの移
行時期前倒し） 

 

※最終合意までに変更される可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 
45 Council of the European Union 「Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 

COUNCIL amending Directive 2003/87/EC as regards aviation's contribution to the Union’s economy-wide emission 

reduction target and appropriately implementing a global market-based measure」（２０２３年２月８日）

https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-6215-2023-INIT/en/pdf（閲覧日：２０２３年２月２８日） 



 

48 

 

(5)燃料税における取り扱い 

航空燃料として使用される燃料は、現行の ETD では課税対象外となっているが、2023 年

1月 1日から以下の改正案が適用される見込みである。 

初年度は税率０％からスタートし、毎年直線的に税率を増加させ、10 年後に輸送部門の

最低税率と同等に達するまで課税される。ただし、ビジネス航空便とプライベート便（レク

リエーション便）については、10年間の移行措置を経ずに、2023年 1月から最低税率が適

用される。 

表 3-8 EU Energy Tax Directive改正案の航空部門への適用内容46 

項目 内容 

適用対象 EU 圏内 1（Intra-EU）の航行に供給されるエネルギー製品及び電力 

税率 

非ビジネス/ 
非レクリエーショ
ン 

· 最低税率は燃料のエネルギー含有量（€/GJ）に応じて決定され 
· 初年度（2023 年）は 0EUR/GJ であり、最終的（2033 年以降）には

10.75 EUR/GJ（約 50 円/l） ※航空用ケロシンの場合 
· 10 年間で線形増加による段階的引き上げ。 

ビジネス２/ 
レクリエーション
３ 

· 車両向け燃料及び電力向けの標準税率 

SAF/電力 · 1０年間は現状の税率を維持し、引き上げはゼロ 

免税措置 

· EU 圏内の貨物専用便は免除とするが、各 EU 加盟国は、国内の貨物専用便に、又は、他
の EU 加盟国との二国間若しくは多国間の取り決めによって、貨物専用便に課税するこ
とができる。 

· EU 圏外のフライトについては、国際的な義務に違反しない限り、フライトの種類に応
じて、EU 加盟国による免税措置又は EU 圏内フライトと同じ税率を課すことができる。 

1. EUに所在する２つの空港間の航行。国内線を含む。 
2.企業等による、特定のビジネス用途のチャーター便。一般客は通常受け入れない。 
3.ビジネス或いは専門とは関係のない用途で個人的或いはレクリエーション用途に使用され

る航空便。 
 

 

 

 
46 出所）European Commission (2021) , Proposal for a COUNCIL DIRECTIVE restructuring the Union framework for the 

taxation of energy products and electricity (recast), 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/revision_of_the_energy_tax_directive_0.pdf （最終閲覧日：202２年９月２７

日） 
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4 課題と対応策の検討 

4.1 CORSIA適合に係るクレジットオフセットを巡る状況 

4.1.1 令和４年度市場メカニズム小委員会における検討サマリー 

CORSIAでは、CORSIA 適格燃料をオフセット義務から控除した上で、さらに、不足する部

分 に つ い て は 、 市 場 メ カ ニ ズ ム を 活 用 。 CORSIA 制 度 へ の 対 応 の た め                                                                                                                                                                                                                                                    

には、中長期的な炭素クレジット市場動向を把握し、本邦エアラインが適当な炭素クレジッ

トを活用することができるよう環境整備を行うことが重要である。 

この課題意識の下、2022 年度は、国内外の市場メカニズムに関する最新の情報を収集・

分析すると共に、得られた情報を本邦エアライン及び有識者等とも共有し、関係者間での最

新かつ正確な理解の醸成を図り、アクションプランを検討することとした。 

他方、2022 年秋に開催された第 41 回 ICAO 総会（2022 年 10 月）において、2050 年まで

のカーボンニュートラルを目指す脱炭素化長期目標を採択するとともに、2035 年までの取

組についてオフセット量算定の基準となるベースラインを 2019 年の 85%に変更することが

決定された。 

この決定を踏まえ、CORSIA 適合における炭素クレジットによるオフセットの重要性が一

層増したとの認識のもと、CORSIA 適格クレジットの調達に係る課題を整理し、今後の必要

な対策について検討するとともに、関係者における参考資料としてクレジット調達方法等

に関連する情報の収集整理を行った。 

 

 
図 4-1 調査研究の全体像（2020年度～2022年度） 
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4.1.2 課題のサマリー 

令和４年度航空分野の CO2 排出削減方策に関する長期目標調査において開発した航空分

野の CO2 排出将来見通しに基づき、CORSIA 第１フェーズ遵守に必要なオフセット義務量を

試算した。 

本邦航空会社全体の炭素クレジット必要量予測（中位予測）は、2027 年末までに購入が

必要な第 1 フェーズ分合計(3 年分)で 41１万トン、2036 年末までに購入が必要な第 2 フェ

ーズ分合計(９年分)で 2,２９６万トン、両フェーズ合計で 2,707 万トンである。一方で、

世界の航空会社全体の炭素クレジット必要量予測（中位予測）は、2024年で 4,000万トン、

2035年で 10,200万トンと推計される。 

推計可能な 2022 年時点での CORSIA 適格排出ユニットの全世界総量は 1,132 万トンであ

り、2027年末の第一フェーズ購入期限までに大幅な供給引き上げがなければ、CORSIA開始

時点から需給切迫が想定される状況が明らかとなった。 

こうした中、2024 年から開始される CORSIA第１フェーズで利用可能な炭素クレジットの

全貌が、未だ明らかにされていない現状にある。 
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4.1.3 CORSIA適格クレジットの課題 

(1)スキーム別の課題 

まず、CORSIA 第１フェーズにおいて利用可能なクレジットの全貌が、未だ明らかにされ

ていない状況がある。この背景として、①目下パリ協定に基づくメカニズムの移行期にある

こと、②ボランタリークレジットにおいて相当調整が求められることが想定されることか

ら、第１フェーズのクレジット調達仕組みが複雑化する可能性がある。 

 

 

図 4-2 パリ協定に基づくメカニズムの移行 

 

 

図 4-3 多種多様なカーボン・クレジット 

★印付きのスキームは相当調整（Attestation）を前提に 2021年～2023年の Vintageに対し CORSIA
適格 
⇒第１フェーズにおいても相当調整を求められる可能性 
⇒対象 PJの実施国は様々で、相当調整は複雑と想定される 
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(2)プロジェクトタイプ別の課題 

パイロットフェーズの CORSIA適格排出ユニットにおいては、プロジェクトタイプによる

スコープが定められていることから、第 1 フェーズにおいても同様にプロジェクトタイプ

別のスコープが設定されることが予想される。しかしながら、第 1 フェーズで利用可能な

CORSIA 適格排出ユニットは未だ明らかでなく、クレジット調達に当たっては、以下に示す

パイロットフェーズ時点におけるプロジェクトタイプ別の課題に留意して進める必要があ

る。 

表 4-1 CORSIA 適格クレジットの課題（プロジェクトタイプ別）＊再掲＊ 

削減 プロジェクトタイプ Proｓ Conｓ 

回
避 

工学 

• 省エネ導入 
• 再生可能エネルギー導入 
• 燃料転換 
• CCUS（CO2回収および貯留・利用） 
※PJ化の実績は今後を待つ 

• 産業などからの漏洩排出削減 
• 産業ガス削減 
• 製造業における削減 
• 運輸における削減 
• 適切なゴミ処理 

• 技術として確立され
ているものが多く、
導入しやすい 

• 再エネ、省エネについ
ては多くの場合途上
国で行われており、今
後途上国での発展と
共にベースラインが
引き上げられてクレ
ジットとして認定さ
れる量が減少する可
能性あり 

自然 

• 土地利用変換 
• 農業・畜産業における削減 
• 森林保護 
• REDD（小規模） 

• 大規模 PJを行いやす
い 

• 火災などの自然現象
による炭素放出が起
きる可能性あり 

• クレジット算出方法
に対する批判が大き
くなると、ベースライ
ンの引き上げやバッ
ファー（割り引かれる
量）の増加等の方法論
の厳格化により、クレ
ジットとして認定さ
れる量が減少する可
能性あり 

除
去 

工学 

• BECCS 
（バイオ燃料燃焼に CCS導入） 
※PJ化の実績は今後を待つ 

• DACCS 
（大気からの CO2 直接回収・貯
留） 
※PJ化の実績は今後を待つ 

• 正味で大気からの
CO2を削減するため、
CN の世界においても
クレジット創成可能 

• 技術導入コストが高
く、技術の進歩が必要 

• クレジットの算定方
法が複雑で議論が長
期化する可能性あり 

自然 

• （海洋への CO2固定） 
※PJ化の実績は今後を待つ 

• 森林の再植林 
• 土壌固定 
• 泥炭地保護 

• 正味で大気からの
CO2を削減するため、
CN の世界においても
クレジット創成可能 

• 再植林は技術的にも
難易度が低い 

• 火災などの自然現象
による炭素放出が起
きる可能性 

• 今後批判が大きくな
るとバッファー（割り
引かれる量）が増え、
クレジット量に影響
する可能性 
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4.1.4 CORSIAコンプライアンス 

オフセットはコンプライアンスサイクル（3年間）ごとに行われ、各サイクルの最終オフ

セット義務量（3年分の総計）はサイクル終了年の翌年の 11月 30日に通達される。エアラ

インはその後の 1 月 31 日（もしくは通達後 60 日以内）までにクレジットの購入及び償却

を完遂する義務がある。CORSIA のコンプライアンスサイクルに伴うクレジット償却義務の

タイミングを図 4-4に示す。 

 

 

図 4-4 CORSIAコンプライアンスサイクル 
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なお、オフセット義務量の算出方法として、2021年から 2029年までは、事業者の年間排

出量に、ICAOが決定する国際航空セクターの成長係数を乗じて算出。2030年以降は、セク

ターの成長係数と個々の事業者の成長係数の両方を考慮。つまり、２０３０年までは、個社

の CO2削減努力がオフセット義務量の低減にやや反映されにくい仕組みとなっている。 

コンプライアンスサイクルに合わせた本邦航空会社のゴールとオフセット義務想定量を

図 4-5に示す。コンプライアンスサイクルに合わせて、本邦エアラインの対策の方向性を

３つのピリオドに大別して考慮すると、第 1フェーズに対応する Period 1は市場からのク

レジット調達を優先し、第 2フェーズ以降に対応する Period 2から、投資を介したクレジ

ット調達等、市場取引以外の調達手法を複数確保し、Period 3では安定的にクレジット調

達ができている状態を確保することを目指すのが望ましい。 

 

図 4-5 コンプライアンスサイクルに合わせた本邦航空会社のゴールとオフセット義務 
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CORSIAでは、第２フェーズ（2027年）以降、後発開発途上国／小島嶼開発途上国／内陸

開発途上国を除いて、2018年時点での有償トン・キロが 0.5%以上であるか、有償トン・キ

ロの大きい順に並べ、累積シェアが 90%に達するまでの国に対して参加が義務付けられてい

る。従って、第２フェーズ以降 BRICs（ブラジル・ロシア・インド・中国）及びベトナムが

参画する見込みであり、クレジット獲得競争が激化するものと予想される。 

 

表 4-2 第２フェーズからの参加が予想される国47 

 

※シンガポール：小島嶼開発途上国、エチオピア：内陸開発途上国 

 

 

 

4.2 CORSIA順守に向けた課題の整理及び対策の方向性 

クレジット確保における課題をマッピングした。特に重要な課題として、クレジットの供

給不足、クレジット需要過多、クレジットの質への不安、制度リスク、購入方法、コストを

抽出し、課題の内容を下図の左表に整理した。課題に応じた解決の方向性及び実施主体を検

討した結果を、右表に表している。検討の結果、課題への対応において、ICAO、日本国政府、

国連（主に国連気候変動枠組み条約：UNFCCC）、クレジットスキームのオーナー、航空業界

それぞれが役割を有していることが明らかになった。 

 
47 出所）ICAO ウェブサイト掲載資料より MRI 作成 （2023/1/２５閲覧）

（https://www.icao.int/sustainability/Documents/RTK%20ranking/International%20RTK%20rankings_2018_SIDS_LDC_L

LDC.pdf）（https://www.icao.int/environmental-

protection/CORSIA/Documents/CORSIA_States_for_Chapter3_State_Pairs_Sept2020.pdf） 
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図 4-6 課題とその解決策の方向性（クレジット調達面） 

＊課題と解決策の対応関係は色で表している）。 

 

クレジット創出における課題については、創出量不足、創出するクレジットの質、制度、

創出技術を主な課題として抽出し、その内容を整理するとともに、実施主体別の解決の方向

性と役割を考察した。 

 

図 4-7 課題とその解決策の方向性 （クレジット創出面） 

＊課題と解決策の対応関係は色で表している）。 

解決の方向性、すなわち対策と対策を実施することにより期待される結果の検討内容を、
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下表に示す。CORSIA およびパリ協定に関わる制度の明確化、また、制度の円滑な運用にお

ける国や航空業界による積極的な働きかけが期待されている。 

 

表 4-3 解決の方向性の内容（対策・期待される結果） 

解決の方向性（再掲） 対策・期待される結果 

CORSIAに活用可能クレジッ
ト詳細の公表 
（2023～） 

• 第１フェーズのオフセット義務履行において、2027年に向
けて計画的に購入できるよう、ICAOにおいては、オフセッ
トに確実に使用できるクレジット（ヴィンテージ・プロジェ
クトタイプの等詳細）を速やかに公表。 

CORSIA適格要件の明確化・
見直し 
（2023～） 

• ICAOにおける CORSIA 適格クレジット審査の手順・要件の透
明性を向上し、承認可否の不確実性の低下と、クレジット・
プログラム側の再申請に係る申請負担を軽減。 

• ICAOにおいては、多くのクレジットボリュームを創出でき
るプログラムや方法論が対象となるよう適格要件を見直し。
例えば、吸収源（炭素貯留を含む）プロジェクト等が含まれ
ることが重要と思われる。 

• 国としても TABにおける議論への関与の機会を増やし、
CORSIA適格承認に関する有益な情報の確実かつ早期獲得を
図ることが重要。 

クレジット購入や償却の報告
に必要な情報・様式の確定 
（2023～） 

• ICAOへの報告に必要な情報等を早急に明確化することによ
り、エアラインがクレジットを購入する際に確認すべき情報
を明らかにする。 

JCM・J-クレジットの創出量
増大（プロジェクトタイプや
対象国など） 
（継続） 

• 国においては、対象プロジェクトスコープや対象国の拡大、
資金支援によるプロジェクト組成支援等を一層加速・拡充す
ることによりクレジット創出量の増大を図る。 

JCM・J-クレジットの CORSIA
正式承認獲得・追加申請 
（継続） 

• まず国においては、国産クレジットが第１フェーズにおける
適格クレジットとして認定されるよう、引き続き積極的に取
り組むことが重要。 

• 更に、CORSIA適格申請において、JCM対象国の追加、また J
クレジットの対象方法論の追加に向けて取り組むことも重要
と思われる。 

相当調整の仕組みの確立とス
ムーズな運用の促進 
（2023年～） 

• UN においては、関係国および組織との連携のもと、ホスト
国に対して相当調整のルールを直ちに明確化する。 

• UN においては、関係国および組織との連携のもと、ホスト
国内の制度・体制の構築および運用支援等を行い、個々のプ
ロジェクト開発者やクレジットを購入するエアラインが煩雑
な相当調整交渉する必要性を排除し、クレジットの円滑な取
引環境を整備。 

CORSIAが求める相当調整の
促進 
（2023年～） 

• クレジット創成企業/スキームオーナーにおいては、UNや関
連機関との連携によりプロジェクトのホスト国政府への働き
かけ、相当調整付きの CORSIA適格ユニットの供給量の増加
を図り、エアライン間での獲得競争を緩和。同時に、相当調
整に関する情報を積極的に発信し、エアラインがクレジット
を購入する際の安心感を増大。 

質の高いクレジットに関する
統一指針が未整備（パリ協定
第 6条関係およびボランタリ
ークレジット） 
（2023年～） 

• 現在 CORSIAが一定のクレジットの質を担保する数少ないス
キームであることから、エアライン以外の需要もひきつけて
いる状況。「質の高いクレジット」の公的な基準を速やかに
策定することにより、他のセクターとの CORSIAユニットの
獲得競争激化を回避する効果が期待できる。 
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解決の方向性（再掲） 対策・期待される結果 

CDMから 6条４項メカニズム
へのクレジットの速やかな移
管および移管量の最大化 
（2023～24年 期限内対応
必須） 

• UN においては、CDMからパリ協定 6条 4項への移管制度を早
急に確立し、移管の必要条件やプロセスを明確化することに
より、移管される CORSIA適格ユニット量を増大。国におい
ては、移管制度の円滑かつ早期の実現と移行されるクレジッ
ト量が最大化する方向での議論を働きかけ。 

エアライン等が使いやすい購
入の仕組みづくり 
（2023年～） 

• クレジット創成企業/スキームオーナーにおいては、CORSIA
が要求する報告事項の内容や、相当調整の有無等を含む
CORSIA適格ユニットに関してエアラインにとって必要な情
報を、スキーム横断的にプラットフォーム等で公開し、エア
ラインが相対取引を複数同時並行で行う必要性を排除し、エ
アラインによる CORSIA適格ユニット購入の際の事務処理負
担を軽減。 

• 国産クレジットの購入において本邦エアラインがスムーズに
獲得を行えるような購入プロセスを整備。 

長期的なクレジット需要予測
に基づく、早期プロジェクト
創成 
（2023年～長期） 

• クレジット創成企業においては、ICAOや UNによる長期的な
クレジット需要予測を参考に、プロジェクト創成のタイミン
グを判断し、需要発生と供給までのタイムラグを縮小し、エ
アラインのクレジット需要を的確なタイミングと量で充足。 

同業他社との調達に関する協
働やそれを支援する仕組みの
検討 
（2023年～） 

• 本邦エアラインにおいては、他社との共同購入等により購買
力を増強し、販売元に対してインセンティブおよび発信力を
発揮し、購入の確実性を向上。また、このような取組を支援
する公的な仕組みを検討することも有効。 

各方面からの支援の下、脱炭
素に係るコスト及びその影響
等、海外も含めたクレジット
市場動向の把握精緻化 
（2023年～） 

• 本邦エアラインにおいては、各関係機関との連携による情報
収集の量の確保およびクレジットスキームやクレジット創成
企業とのネットワークの深化による情報の質を向上させるこ
とにより、クレジットの価格や供給量、供給元の動向をより
精緻に把握し、タイムリーかつ適切価格での購入を図る。 
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4.3 クレジットの調達方法等に関する参考情報 

4.3.1 クレジット調達方法の種類と概要 

クレジットスキームは登録簿（レジストリ）を整備しており、プロジェクト事業者情報が

公開されている。一部スキームは、“CORSIA適格”のラベルを明示している。購入者はプロ

ジェクト事業者と直接交渉或いは、当該スキームを扱うブローカー等から購入する。なお、

CDM、GS等はウェブサイトで 1トンから購入可能である。 

 

表 4-4 CORSIA 適格排出ユニットのスキーム別クレジット購入方法 

CORSIA 適格排出ユニット 
公開レジスト
リの有無 

購入方法 

American Carbon Registry (ACR) 〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 

Architecture for REDD+ 
Transactions (ART) 

〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 

China GHG Voluntary Emission 
Reduction Program 

― 現在運営停止中 

Clean Development Mechanism 
(CDM) 

〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 
• ウェブサイト上で直接購入 

Climate Action Reserve (CAR) 〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 

Global Carbon Council(GCC) 〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 

The Gold Standard (GS) 〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 
• ウェブサイト上で直接購入 

Verified Carbon Standard (VCS) 〇 
• プロジェクト事業者と直接交渉 
• ブローカー/プラットフォームから購入 

 

クレジットの調達方法は、自社事業からの創出と他社からの購入に大別される。他社から

の購入の場合、クレジットオーナーからの直接購入と、ブローカーや市場を介する間接購入

の手法がある。これらを組み合わせた活用も可能。 
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図 4-8 クレジットの調達方法の種類 

 

それぞれの獲得方法には、以下に示す通り、メリット・デメリットが存在する。例えば、

自社でプロジェクトを行い削減する A のケースでは、コストは高いというデメリットがあ

るが、価格や調達量の安定性が高いというメリットがある。同時に、市場からクレジットを

購入する Eのケースでは、コストは比較的安く抑えられるというメリットがあるが、価格や

調達量が不安定というデメリットがある。 

表 4-5 炭素クレジット獲得方法の比較 
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以下に、エアラインによる炭素クレジット創出企業への投資によるクレジット獲得に向

けた取組の例を紹介する。 

炭素クレジット創出企業への投資によるクレジット獲得例48 
⚫ 会社概要 

➢ 商業規模の直接空気回収（DAC)技術を展開することに取り組む、米国に本社を置く企業。 
➢ 同社初の商用 DAC 施設は 2024 年後半に、アメリカ国内に完成し稼働を開始する予定。完

成すれば、大気中の CO2 を年間 100 万トン回収する予定。 
➢ DAC で回収した CO2 を 2 通りの方法で貯留もしくは利用する予定。 

• 地下貯留 
• 無孔の岩石である帽岩の下に注入する方法 
• 多孔質の岩石に貯留する方法 
• 塩水に溶かす方法 
• 鉱物として貯留する方法 

➢ AIR TO FUELSTM 
• DAC で回収した CO2 を、既存の燃料と混ぜられる燃料に転換する方法。現時点（2023 年

1 月）では様々な燃料に転換することを検討しており、航空燃料、ディーゼル、液化天

然ガス、メタンを含むとのこと。 
⚫ 航空業界との関係 

➢ 2020 年 12 月、米国のユナイテッド航空は 1PointFive の DAC プロジェクトに数億ドルを

投資することを発表。同プロジェクトが実現すればユナイテッド航空の炭素排出量のうち

約 10％相当をオフセットできるとしている。 
➢ 2022 年 3 月、40 万トン分の炭素クレジットを Airbus に販売することを合意。2023 年 1 月

時点で DAC 施設の建設はまだ未完了。 
➢ 2022 年 7 月、Airbus、Air Canada、Air France-KLM、easyJet、International Airlines 

Group、LATAM Airlines Group、Lufthansa Group、Virgin Atlantic は関心表明書（LoI）

に署名した。この LoI は、2025 年から 2028 年に 1PointFive によって創出される炭素ク

レジットについて、事前購入を含む交渉を行うことについての合意を含む。 

 

 

 

 

  

 
48 出所） “1PointFive が画期的な直接空気回収施設の FEED で Worley を選択” (Kyodo News PR Wire, 2021) , 

“1PointFive announces agreement with Airbus for the purchase of 400,000 tonnes of carbon removal credits” (Global News 

Wire, 2022), “United Airlines invests in carbon-capture project to be 100% green by 2050” (Reuters, 2020), Airbus press 

release (Airbus, 2022) 
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欧米の大手航空会社によるネガティブ排出技術に対する取り組みを以下に紹介する。 

表 4-6 大手航空会社におけるネガティブ排出技術（NETｓ）に対する取り組み 

American 
Airlines 

United 
Airlines 

Delta IAG Lufthansa 
AirFrance 

Group 
Finnair 

2050 年までの
カーボンニュ
ートラル戦略
の手法に CCUS
は含まれてい
ない。 

1PointFive と
いう世界最大
の DAC キャパ
シティ技術を
持つ企業に投
資する旨を
2020 年に発
表。この DAC
技術で最大
100 万トン/年
の炭素除去が
可能とのこ
と。 

CCUS について
は重要な技術
であるため、
戦略について
検討中。具体
的な戦略には
言及無し。 

2050 年ビジョ
ンでは、CCS を
含む炭素除去
技術が 20％を
占める予定。 

CCUS について
は言及なし。
気候変動関連
目標達成の為
の手段として
も挙げられて
いない。 

他の航空関連
企業*と共同で 
1PointFive か
ら、2025 年か
ら 2028 年ま
での間に合計
40 万トンの炭
素クレジット
を購入する為
に交渉する旨
の書類に署名
した。 

言及無し。 

*Airbus, Air Canada, easyJet, International Airlines Group, LATAM Airlines Group, 
Lufthansa Group、Virgin Atlantic 

 

次に、J-クレジットを例に、クレジット化のプロセスを紹介する。J-クレジットでは、プ

ロジェクト計画書作成着手からクレジット認証まで、約 1.5 年をみる必要がある。一般的

に、承認済みの適用方法論があるかないかで所要期間が大きく変わる。 

 

 

図 4-9 Jークレジットのプロジェクトサイクル49 

  

 
49 出所）Ｊ－クレジット制度事務局 「Ｊ－クレジット制度について」 P6、2022 年 9 月 

https://japancredit.go.jp/data/pdf/credit_001.pdf 
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図 4-8に示すクレジット調達手法のうち、ケース Dに該当するブローカーからの購入を

想定し、代表的なブローカーを紹介する。International Emissions Trading Association 

(IETA)のクレジットサプライヤーによる連携組織には、以下を含む 2３社が加盟している。 

 

 

表 4-7 International Emissions Trading Association (IETA)加盟ブローカー50 

欧州 欧州（英国） 米国 その他の地域 

• ALLCOT（西・マドリー
ド） 

• ACT（蘭・アムステルダ
ム） 

• Carbonsink 
（伊・フィレンツェ） 

• Climate Neutral Group
（蘭・ユトレヒ 

• ClimatePartner 
（独・ミュンヘン） 

• EcoAct（仏・パリ） 
• First Climate 

（独・バッドビルベル） 
• FORLIANCE（独・ボン） 
• South Pole 

（スイス・チューリッ 
• TotalEnergies Carbon 

Solutions 
（仏・パリ） 

• VERTIS 
（ベルギー・ブリュッセ
ル） 

• ecospere＋（ロンドン） 
• BP Target Neutral 

（ロンドン） 
• ClimateCare 

（オックスフォード） 
• Co2 Balance（トーント

ン） 
• Natural Capital 

Partners（ロンドン） 
• Respira International 

（ロンドン） 

• Arbor Day Foundation 
（ネブラスカ） 

• Element Markets（Anew)
（ヒューストン） 

• 3Degrees 
（サンフランシスコ 

• Wildlife Works（カリフ
ォルニア州・ミルバレ
ー） 

• TOITŪ（ニュージーラン
ド・オークランド） 

• VNV Asvisory 
（インド・バンガロー
ル） 

 

  

 
50 出所）ICROA ホームページ ://www.icroa.org/organisations （閲覧日： 2022/11/30） に基づき MRI 作成  



 

64 

 

なお、ICROA参画企業以外にもブローカーは多数存在しており、日本でも大手商社等を中

心にクレジット売買ビジネスを実施している。 

 

表 4-8 ICROA以外のクレジットブローカーの例51 

企業名 
ブルードットグリーン株式会社 

（blue dot green Inc.) 
Carbon Trade Exchange (CTX) 

概要 • 設立：２０１１年 
• 設立母体： 

エコノス及びスイス NGOマイクラ
イメイト気候保護基金 

• 株主：株式会社エスプール（100％） 
• 本社：日本・東京 

• 設立：２００9年 
• 設立者：Wayne Sharp 
• 運営：Global Environmental 

Markets (GEM) 
(英・ロンドン) 

対象分野 • 省エネルギー 
• 再生可能エネルギー 
• 森林 

• 再生可能エネルギー 
• 料理用コンロ 
• 清潔な飲料水 
• 森林   など 

取り扱いクレジ
ット 

• J-クレジット 
• J-VER国内クレジット 
• グリーン電力証書（GEC） 
• 海外 VER/CER 

（Gold Standard等） 
• 海外再生可能エネルギー証書 

（I-REC等） 
• JCM クレジット 

• Gold Standard 
• VCS 
• CDM 
• (VERs, CERs, VCUs, EUAs, 

EUAAs) 
• Climate Action Reserve 
• American Carbon Registry 
• APX 

特記事項 • Gold Standard の認証を受けた
VER 及び CER の提供は国内トップ
クラスの実績。 

• J クレジット等の国内クレジット
も扱う。 

• 世界初の炭素クレジットの電子取
引所 

• Aviation carbon excahnge を解説 
• プロジェクトリスト公開 

 

  

 
51 出所）ブルードットグリーン 「クレジットプロバイダー」 https://www.bluedotgreen.co.jp/service/credit-

provider/ （閲覧日：2022 年 11 月 30 日） 

Carbon Trade Exchange ウェブページ https://ctxglobal.com/ （閲覧日：2022 年 11 月 30 日） を基に MRI 作成 
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また、デジタルプラットフォームを活用してクレジットの取引を行うブローカー兼プラ

ットフォームも相次いで出現している。CORSIA 適格排出ユニットを扱う専門事業者も複数

あり、それぞれの例を以下に示す。 

 

 

 

 

図 4-10 クレジット購入デジタルプラットフォームの例 ①52 

 

 

図 4-11 クレジット購入デジタルプラットフォームの例 ②53 

 

  

 
52 出所）  IATA Aviation Carbon Exchange、https://www.iata.org/en/programs/environment/ace/ 

（閲覧日：2022/11/30） 

53 出所）  AirCarbon Exchange. https://www.aircarbon.co/corsia-token-minting（閲覧日：2022/11/30） 
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4.3.2 クレジット調達に関する留意点 

国際的なイニシアチブ等による「質の高いクレジット」の定義づけの活動が活発している。 

 

表 4-9 IC-VCM Core carbon 原則の評価フレームワーク（Assessment Framework）54 

 項目 概要 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

プログラムのガバナ
ンス 

• 意思決定のすべての段階での透明な役割分担、能力要件の整備 
• 透明性、利害関係対応、市民参加、苦情処理、コーポレートガバナンス、

等 

健全な算定方法 • 算定方法の承認プロセス、単位、クレジット期間の定義、保守性の担保、
等 

第三者認証・検証 • プロジェクトの認証（有効化）、検証手続き、認証機関の認定、認定機関
の監督、等 

二重計上の防止 • 二重計上、二重発行、二重使用、国内排出削減目標との重複の防止、等 

登録簿 • クレジットに固有のシリアルナンバーを付した登録簿によるトラッキン
グ、等 

排出削減活動の情報 • プロジェクト情報の公開（電子的、検索可能、定期的な実績報告、等） 

持続可能な開発への
インパクト、セーフ
ガード 

• 環境、社会的なセーフガード、環境、社会リスクへの対応プロセス、健全
な労働条件、先住民、地域コミュニティ、人権、ジェンダーへの配慮、正
味でプラスの SDGs 影響、等 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

追加性 • プロジェクトの追加性検証にあたって考慮すべき事項を記載（障壁、等） 

永続性 • 長期間のモニタリング、一時的クレジット、バッファー、等 

健全な算定 • 過大計上の可能性が小さい、等 

ネットゼロへの移行 • 今世紀半ばにネットゼロを達成するのと整合しない技術に対して資金を
供与しない、等 

 

 
54 出所）Integrity Council, 2022, Assessment Framework より作成 
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図 4-12 質の高いクレジットニーズに関する様々なイニシアチブ55 

56 

図 4-13 質の高いクレジットの利用者向けのガイダンスの例 

 

 
55 出所）VCMI Provisional claims – Code of Practice https://vcmintegrity.org/(2022 年 8 月 29 日閲覧) 

CCQI <https://carboncreditquality.org/download/Methodology/CCQI%20Methodology%20-%20Version%203.0.pdf>(2022

年 8 月 29 日閲覧) 

ICVCM Core Carbon Principle <https://icvcm.org/wp-content/uploads/2022/07/ICVCM-Public-Consultation-FINAL-Part-

2.pdf>(2022 年 8 月 29 日閲覧) 

56 出所）“VCMI Provisional Claims Code of Practice” VCMI （2022 年 11 月 29 日閲覧） 
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図 4-14 国際的イニシアチブ VCMIが提示する品質担保のステップの詳細57 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.3 長期目標に資するクレジット 

2050 年に向けて脱炭素対策が進むと、クレジット需要は低下すると見込まれる。化石燃

料を利用せざるを得ない場合、削減しきれない CO2 をオフセットしてカーボンニュートラ

ル達成に貢献できるのは、吸収源等、大気から CO2を除去し、吸収ないしは固定できるネガ

ティブエミッション（NETs）事業からのクレジットのみである。 

特に、DAC等を用いた CCUSについては Air Transport Action Group が発行した、航空業

界の 2050年ネットゼロ戦略「WayPoint 2050」の中でも、脱炭素の為の 4つの重要アクショ

ンの 1つとして挙げられている。 

NETsの技術概要を以下に示す。 

 

 
57 出所）“VCMI Provisional Claims Code of Practice” VCMI （2022 年 11 月 29 日閲覧） 
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図 4-15 ネガティブエミッション・テクノロジー（NETs）58 

 

 

図 4-16 NETsの概要59 

 

 

NETs 技術によるプロジェクトのクレジット化の動きも活発化しており、ボランタリーク

レジットを中心に、NETsの方法論の整備が進んでいる。 

 

 
58 出所) “WayPoint 2050” Air Transport Action Group (2021) (2022 年 12 月 1 日閲覧） 

59 出所）経済産業省（2022 年 2 月）、ネガティブエミッションについて， 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/007_03_02.pdf, （2022 年 11 月 30 日閲覧） 
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表 4-10 NETsに関する方法論60 

 制度 対象地域 NETs に関する方法論の領域 

国等が主導 

JCM 25 か国 なし 

J-クレジット 日本 植林、バイオ炭 

Emission Reduction Fund 豪州 
農地・家畜、植林、植生管理、ブルーカーボ
ン 

民間主導 
（ボランタリ
ー ク レ ジ ッ
ト） 

VCS（CORSIA 適格） 世界中 
植林・再植林、バイオ炭、土地利用、湿地化、
代替建材、ブルーカーボン 

Gold Standard 
（CORSIA 適格） 

世界中 
土地利用、森林・農地の土壌有機炭素、植林・
再生林の炭素抑制と定量化、水の影響、空気
の影響、輸送、建材 

Puro. earth 世界中 
木質バイオマス埋設（ドラフト）、鉱物固定
（ドラフト）、バイオ炭、炭酸化建材、生物
由来の建材、DACCS/BECCS 

 

CORSIA適格と認められ得る NETsについて調査した。CORSIA適格ユニットにおいては、制

度ごとに適格スコープが設けられており、制度ごとに CORSIAに使用可能なクレジットの種

類は異なる。現時点で CORSIA 適格の 9 つの制度において利用可能な NETs 由来のクレジッ

トは限定的であるが、今後各制度において NETs に関する新しい方法論が認証される場合、

利用可能な NETsクレジットが増える可能性もある。 

表 4-11 CORSIA適格クレジットのうち NETsのもの 

制度 対象地域 
制度内で認められている

NETs のうち、 
CORSIA 適格な方法論 

現在ある 
NETs 由来クレジット 

CDM 世界中 植林・再植林 現状無し 

ACR 米国 植林・再植林、DAC 再植林（～1 万トン） 

ART 世界中 植林・再植林 現状無し 

CAR 米国 植林・再植林、バイオ炭 現状無し 

China GHG 中国 現状無し 現状無し 

FCPF (2022/11 追加) 世界中 植林・再植林 ― 

GCC 
世界中（主に中東及び
北アフリカ） 

植林・再植林 現状無し 

GS 世界中 

土地利用、森林・農地の土壌
有機炭素、植林・再生林の炭
素抑制と定量化、水の影響、
空気の影響、輸送、建材 

現状無し 

VCS 世界中 
植林・再植林、バイオ炭、土
地利用、湿地化、代替建材、
ブルーカーボン 

現状無し 

 
60 https://www.jcm.go.jp/ 
https://japancredit.go.jp/about/methodology/ 
https://www.cleanenergyregulator.gov.au/ERF/Pages/Method-development.aspx 
https://verra.org/methodologies/ 
https://globalgoals.goldstandard.org/400-sdg-impact-quantification/ 
https://puro.earth/carbon-removal-methods/ 
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上述した通り、カーボンニュートラルに向けた動きの進展とともに、今後のクレジット市

場の予想として、2035年前後までは、省エネ＆再エネ、もしくは植林＆REDDプロジェクト

から創出された炭素クレジットが中心となり、2035年以降は、NETsから創出されたクレジ

ットの直接取得が大きな流れとなる可能性がある。 

 

 

図 4-17 購入対象となるクレジット種類の変化の可能性 

 

クレジットによるオフセットについては、企業の情報開示の観点からも留意が必要であ

る。GHG排出量に関わる情報開示の取組において、国際的なイニシアチブがクレジットのオ

フセット利用状況、またクレジットに関する情報の開示を求めている。 

ネットゼロとの整合性が重視される傾向が明らかであり、ネガティブエミッションクレ

ジットへ移行を促す内容となっている。 
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表 4-12 企業の情報開示におけるクレジットの取扱い 

種別 イニシアチブ 内容 

環境 
イニシアチ
ブ 

SBTi*61 • 削減目標の達成にクレジットのオフセット利用を認めていな
い。オフセットという概念は、「残存する排出量すべてを除去
する」の炭素除去、すなわち NETs によるものに収斂されると
の想定。 

• 企業が自社の Scope3 までのサプライチェーンの中で GHG 排出
削減を目的としたプロジェクトに投資し、削減活動を推進する
「Ｉｎｓｅｔting」という、概念を導入。 

ESG 投資 CDP*62 • 再エネ以外は質問 C11.2 にのみ、報告対象期間内の創出・購入
量を報告可能 

ESG 投資 Transition 
Pathway 
Initiative63 

• FTSE 等が音頭をとるロンドン発投資家向け投資ポートフォリ
オの GHG 排出量削減イニシアチブ 

• 金融機関に、クレジットによるオフセットに関するアプロー
チ、Financed emissions の削減目標にオフセットが含まれる
場合は、その内容も開示することを求めている。 

ESG 投資 COP26 Private 
Finance 
Strategy64 

• マーク・カーニー氏が率いる COP26 におけるイニシアブ。The 
Investor Agenda, Net Zero Asset Managers Initiative, Race 
to Net Zero 等を包含。 

• 投資家に、ポートフォリオを構成する企業に直接排出の削減と
オフセット利用からなるネットゼロを達成するためのトラン
ジション計画およびタイムラインの策定を依頼し、その信頼性
を査定することを求めている。 

会計 国際財務報告基
準（IFRS)65 

• 企業にクレジットによるオフセットの利用目的の報告を求め
ている。利用目的の説明のため、以下の情報を開示するとして
いる。 

(1) 削減目標に占めるオフセットの割合 
(2) オフセットが第三者に検証・認証されるか、される場合は適

用されるスキーム 
(3) オフセットの種類（自然ベース/技術ベース、排出回避/除去） 
(4) その他オフセットの信頼性等に係る重要事項（永続性等） 

*再エネ事業（電力・熱）から創出された J-クレジットは再エネ利用量として、スコー
プ 2排出量に算入可能 
 

 

 

  

 
61 出所）SBTi, Corporate Net Zero Standard, https://sciencebasedtargets.org/resources/files/Net-Zero-Standard.pdf (閲覧

日：2022 年 12 月 27 日） 

62 出所）CDP, CDP Climate Change 2022 Reporting Guidance 

https://guidance.cdp.net/ja/tags?cid=30&ctype=theme&gettags=0&idtype=ThemeID&incchild=1&microsite=0&otype=Guid

ance&page=1&tgprompt=TG-124%2CTG-127%2CTG-125, (閲覧日：2022 年 12 月 27 日） 

63 出所）Transition Pathway Initiative, An investor-led framework of pilot indicators to assess banks on the transition to 

net zero, https://www.transitionpathwayinitiative.org/publications/107.pdf?type=Publication, (閲覧日：2022 年 12 月 27

日） 

64 出所）UN Principles for Responsible Investment （PRI）, “The investor guide to climate collaboration: from COP26 to 

net zero”, https://content.ftserussell.com/sites/default/files/r3_200091_pri_lseg_investor_guide_to_climate_v14.6.pdf(閲覧

日：2022 年 12 月 27 日） 

65 出所）IFRS S2 Climate related disclosure (Draft S2, https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/project/climate-related-

disclosures/issb-exposure-draft-2022-2-climate-related-disclosures.pdf(閲覧日：2022 年 12 月 27 日） 
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5. 公開セミナーの開催 

5.1みんなで実現する船のＣＯ２削減  

～新たな船舶燃料の導入に向けた国際動向の最前線と展望～ 

国際海運における地球温暖化ガス（GHG）の排出量ゼロに向けては、船舶からの GHG排出量、す

なわち TtW（Tank to Wake）部分の GHG排出量をゼロに抑えるだけでなく、燃料や電力などのエ

ネルギーが生産されて船舶に供給されるまでの WtT（Well to Tank）部分の GHG排出量も同時に

減らしていくことが重要であり、生産から船舶への供給、使用に至るライフサイクル全体で評価

するライフサイクルアセスメント（LCA）を求める声が高まっている。 

このような背景から、運輸総合研究所においては、2020年度と 2021年度に「海運分野における

CO2 排出削減促進に関する調査検討委員会」を設置・開催し、各種代替燃料のライフサイクル GHG

排出量を計算し、その手法の有用性を確認するとともに、適切な評価を行うことが GHG 排出量の

少ない燃料の普及を図る観点から重要であることを確認し、成果として取りまとめている。 

本セミナーは、この成果を踏まえて 2022年 5月 20日に「みんなで実現する船のＣＯ２削減 ～

新たな船舶燃料の導入に向けた国際動向の最前線と展望～」として開催されたものであり、成果

報告とともに、CO2削減に向けた海事分野の取組と課題に関する講演やディスカッションを行い、

関係者間で問題意識の共有を図るとともに、今後の施策の展開について考察を行ったものである。 

 

 

図 5- 1 セミナープログラム 
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講演資料等は下記 URL 参照。 

（https://www.jttri.or.jp/events/2022/symposium220520.html） 

 

5.1.1 開催概要 

申込み  731名 

参加・視聴者  562名 

参加率  77% 

アンケート回答者 189名 

アンケート回答率：  34％ 

所属   下図のとおり。 

 

 

図 5- 2 参加申込者の所属 

 

 

5.1.2 講演等概要 

(1)基調講演：国際海運ゼロエミ化への新しい取り組み方（CO2削減に向けた海事分野の取組と課

題） 

〇大和 裕幸 国立研究開発法人海洋研究開発機構理事長、横浜国立大学客員教授、 

東京大学名誉教授 

海運・造船・舶用分野は、社会的責任を負う総合産業。国際海運のゼロエミ化を進めるには新

たな産業のやり方、パラダイムが必要である。現状、機関・燃料技術の開発、燃料サプライチェ

ーンの整備、炭素課金等含めた規制の導入など不確定要素が多く、その中で設計を進めていくこ

とは困難である。国際海運ゼロエミ化は「みんなで解決する社会的問題」であり、荷主、船主、船

社、造船所、舶用・機関、燃料供給者、港湾管理者、規制当局、金融などのステークホルダー全体

で合意形成を図り、解決していくことが不可欠である。そのためにはコストと環境負荷に関する
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数値データを示し、それに基づくステークホルダー間の協調が必要であり、そのためのシステム

が望まれる。 

(一財)次世代環境船舶開発センターは、国際海運ゼロエミ化への「最適解」を求めるために「ソ

リューション評価システム研究会」を設置している。この中で、全世界トレンドの検討として、

世界のバルクキャリア 10000 隻余についてシミュレーションを行ったところ、船舶燃料を重油か

らアンモニアへ転換を進める上で、LNG燃料船を導入する場合、しない場合で 2050年超までを対

象に比較したところ、LNG燃料を使用した方が OPEX（運航費）は抑えられるが、LNG燃料を使用し

ないケースに比べて、ゼロエミの達成が遅れる可能性があることが解った。 

シミュレーションデータで具体的なコストと環境負荷が計算できるため、特定プロジェクトの

評価や長期的な展望・ビジョンを示すことが出来る。ステークホルダーの範囲やその役割・責任

も明確となり、ソリューションの評価が融資可能性評価資料となるため、SDG＋ESG指向で社会に

発信することで、資金調達が可能となる。 

ゼロエミ化を契機に、造船ビジネスをオープンイノベーション型・ステークホルダー合意形成

型に転換し、世界に向けて国際海運ゼロエミッション化を数量的に示すことで、世界に先駆けて

具体的なゼロエミ航路の実装を行うことの必要性を感じている。 

 

(2)講演：代替燃料 LCA評価手法開発における我が国の取組等 

〇大坪 新一郎 運輸総合研究所客員研究員 

水素やアンモニアといったゼロ炭素燃料は作成段階で GHGが発生することから、特に WtT(Well 

to Tank)排出量を削減しようとする場合は作ることが圧倒的に難しくなる。その観点では「作る

方」にもっと目を向ける必要がある。 

WtT 排出量は、使用電力の排出原単位、生産プロセス、輸送（例えば、生産地/消費地間の地理

的距離）など様々なパラメーターで大きく変化する。これは、ゼロ・低炭素燃料だけでなく、LNG

などの化石燃料にもあてはまる。パラメーターを反映できる計算方法の確立、および、WtT排出量

を削減する技術の開発が重要である。 

複数の燃料でケーススタディを行った結果、デフォルト値（※）として提案されている LSFO(低

硫黄燃料油)の WtW(Well to Wake)排出量と比較すると褐炭由来の LH2で 72％、水電解による LH2

と LNH3 で 99％以上、合成メタンでは 70％WtW 排出量が低くなった。また調査した全ての燃料は

2030年までに開発中の効率化技術や回収技術等を適用した場合、十分な持続可能性を持つと結論

づけた。 

※各燃料の WtT や WtW 排出量は、製造方法等によって大きく異なるが、特定の燃料種・製造方

法等の組み合わせ（例えば、「天然ガスから製造した水素」）について、「目安」として設定される

排出量。 

同じような製造経路であっても、事業者による生産・輸送における最新技術の導入、プラント

設計やサプライチェーン全体の最適化等により、WtT排出量を大幅に削減できることが示された。

そのような事業者の努力にインセンティブを与えるために、JTTRI では次のような提言をしてい

る。 

・ゼロ/低炭素燃料の WtT排出量のデフォルト値は、保守的な仮定に基づいて排出可能範囲の上限

を推定し設定すべきである。 

・デフォルト値より良い値は、IMO が認める認証制度を通じて実証された場合に受け入れるべき

である。 

また国際海上輸送に伴う GHG 排出量については、在来の化石燃料を使用した場合、無視できな
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い量となることから、2030 年までにゼロ炭素燃料の BOG（Boil off Gas）を利用（専焼）できる

主機の実用化が肝要である。 

ゼロ炭素燃料を「使う」方の技術開発は進みつつあるが、WtTを削減しつつ「作る」ためには、

再エネ利用、原子力または CCUS(Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage(二酸化炭

素回収・有効利用・貯留))の活用しかないが、いずれも世界のどこでも商業生産に至っていない。 

(3)パネルディスカッション及び質疑応答 

パネルディスカッションに先立ち、カーボンニュートラル化の枠組みづくりの動向について塩入

室長より、燃料調達を含めたプロジェクト化の取組について赤松室長よりご紹介いただいた。 

 

発表①：「カーボンニュートラル化の枠組みの動向について」 

〇塩入 隆志 国土交通省海事局海洋・環境政策課環境渉外室 室長 

まず全体像としては、国際海事機関（IMO）の GHG（温室効果ガス）削減戦略（2018年 4月採択）

において、2050年目標は 2008年比で半減、今世紀中できるだけ早期に排出ゼロを掲げている。ま

た、2021年 10月 26日、国土交通省と日本船主協会より、「国際海運 2050年カーボンニュートラ

ル（=GHG排出ネットゼロ）」を目指すことを発表している。今後について、IMO は現行の GHG削減

戦略について 2023 年春に改定予定であり、日本は「2050 年 GHG 排出ネットゼロ」という新たな

目標を提案している。 

国際海運におけるカーボンニュートラルを実現するためには、既存の重油からゼロエミッショ

ン燃料である水素・アンモニア等への燃料転換が不可欠であり、日本は、グリーンイノベーショ

ン基金により、水素・アンモニア等を燃料とするゼロエミッション船のコア技術となるエンジン、

燃料タンク・燃料供給システム等の開発・実証を実施中である。 

IMO では GHG 削減戦略の見直しの検討の他、船舶に経済的負担を課す経済的手法など、これま

でよりもはるかに厳しい規制的手法の検討が開始されている。現在では複数の経済的手法と一つ

の規制的手法が各国から提案されている。IMO における議論がどこに落ち着くかは現時点では見

えないものの、規制的手法としての GFS（燃料油規制）と、経済的手法が並行して議論されること

は確実な情勢である。 

今後の国際海運の GHG 削減方策は、これまでに導入されてきた燃費規制等に比べ、新たな燃料

の使用が要求される等、海事業界に大きな変化をもたらすものであり、早期の準備が必要である。 

 

発表②：「舶用アンモニア燃料の統合型プロジェクト」実現に向けた取組、課題と今後の展開 

〇赤松 健雄 伊藤忠商事株式会社プラント・船舶・航空機部門 

グリーン・イノベーション営業室 室長 

燃料転換について、アンモニアに着目して取り組みを進めている。カーボンリサイクル系の燃

料は、燃料の生産において CO2 を回収し、海上で燃やすことで CO2 が排出され、ネットゼロとさ

れているが、今後、CO２の回収と排出をどのように整理していくのかに注目している。アンモニ

アについては燃やしても CO2 が排出されず、あくまで生産時の CO2 排出のみに焦点があたってい

る。 

燃料アンモニアの導入に向けた動きが進んでおり、エンジン開発については、国内国外のメー

カーにて開発が進められており、早ければ 2022年後半にエンジン実機テストが開始される予定で

ある。また安全基準について、燃料船の安全基準に関しては既に IMO で議論が開始されていると

認識している一方で、バンカリングの安全基準については、港湾ごとに整備されていくのでこの

動きに注目している。 
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今後の課題としては、技術関連についてはエンジンの開発、及び安全基準の協議と並行して船

舶の開発を行っていくことである。また、燃料関係については認証制度と価格体系についての議

論が必要となるが、最終的には経済性の議論となる。 

ゼロエミッションでの海上物流はコストが上がってしまうが、サプライチェーン全体を見える

化した上で、ゼロエミというベネフィットとコストの分担を関係者全員で議論していくことが重

要であると認識している。 

 

パネルディスカッション 

海運 CO2 削減に関わる政策や取組の動向と課題とともに、どのように連携していくべきか、現在

の取り組みで足りないものは何かについて議論を行った。要旨は以下のとおり、 

➀海運分野におけるカーボンニュートラルに向けた政策や取組の動向と課題について 

＜大和理事長＞ 

・燃料がキーであり、どうやっていくかが課題ということを改めて感じた。 

・2050年カーボンニュートラルを目指すには、燃料を国際的な議論により変えていく必要が出て

くる。ライフサイクルでのカウントや、さらに基調講演で示した計算結果と合わせ、ゼロエミを

達成する方法の中から、もっとも実行可能のもの、かつ、世界の皆さんが幸せになるものを選び

出していくのが我々の使命。 

・企業として、国として、こういう議論を深めるきっかけになったのではないか。 

 

＜大坪客員研究員＞ 

・化石燃料と違い、「作る」ことが圧倒的に難しい。その中で、どうやって上流の生産側への投資

を促進するかがポイント。 

・必要条件の第一は、「良い燃料は良い」と誰でも分かること。優れた燃料を普及させるためには、

公正な認証制度（燃料ロットごとのラベリング）、経済的インセンティブ、規制的手法が必要 

・高価なゼロエミ燃料は節約したい、となるはずで、抵抗の少ない船型、効率のよい推進器、排

熱利用、風力推進、ハイブリッド（バッテリー利用）なんでも使って、少しでも燃料消費量を減

らしたい、と皆が考えるはず。 

 

➁今後の課題と対応の方向性について 

＜塩入室長＞ 

・海運の脱炭素化を目指すだけであれば強い規制的手法を導入すれば良い。しかし ながら、海

運の脱炭素によりコスト負担等は避けて通れない。影響は最小限にしつつ海運の脱炭素を達成す

ることが必要。 

・MBMは期待していることが国により異なる。制度は出来るだけシンプルなものが望ましい。合意

は容易ではないが、妥協点を見つけていくことになる。 

・欧州が提案している燃料油規制であっても、MBMであっても、海事産業に大きな変化をもたらす

ものであり、海事産業が国際競争の中で成長を続けられることが重要。そのためには、海事関係

企業の個々の努力に加え、その枠を超えた連携も重要。 

 

＜赤松室長＞ 

・海外においては、大手企業を中心に LNG 燃料の取組が更に進み、彼らの焦点はゼロエミ船に向

かっているとの認識。一方、多くの荷主・船社は様子見であり、まだら模様。 
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・韓国は造船が強すぎ、欧州は造船が不在、中国は船級/FLAGの国際的存在感は不十分であり、造

船、海運、荷主、金融・保険、船級、FLAG、と海事分野のあらゆる分野で国際的な存在感がある日

本に対し、国際海運のゼロエミ化に向けた期待は大きいと感じている。 

・海事産業では first mover に利点はなく、2nd/3rd moversに利点がある、と認識されており、

そこが問題。行政には、IMOでも議論頂いている first movers をサポートする施策の導入をお願

いしたい。 

 

＜大坪客員研究員＞ 

・油は、作る人、運ぶ人、使う人は、それぞれ数が多く、独立して、自由に取引している。水素・

アンモニアは WtT を減らしつつ生産・輸送しようと思うと莫大な投資になり、生産分野のプレイ

ヤーだけでは投資判断できない。 

・MBMに関しては経済学的に正しいものだが、一種の国際課税であり、各国の合意を取り付けるの

は非常に国難。しかし、未来が不確実だと投資が進まないというのは過去の例を見ても明らか。

理想的な状況を目指しつつ、不確実性をなくし投資を確実にするため、先行して、GFS(GHG Fuel 

Standard)など規制的手法、技術的手法を進めるのも一つの手ではないか。 

 

＜大和理事長＞ 

・燃料がこの先どう転換していくかはわからないが、ライフサイクルを通じ、燃料の燃料製造や

運送費のことを考え、常に本日のような議論をしていく必要がある。 

・国際的な基準に提案、反論していくにあたり、プラットフォームと燃料製造や運航のコストを

計算できるようなシミュレータデータがないとできない。科学的に規制を作っていくことも必要。 

・統合型のビジネスの話も出ていたが、不確定要素があるも、数値的にきちんと見ていく癖をつ

ける必要がある。 

・日本が技術的に先行しても、2、3年後には中国、韓国が追い付いてくる。いい船を安く作ると

いうのは永遠の課題。GHG 削減をやったうえで、DX もしっかりやり、競争できるようにしていく

必要がある 

 

＜稗方教授＞ 

本日のテーマとなるグリーンへの転換については難しいところがあるが、継続的に議論をし、議

論を深めていきたい。 
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5.1.3 アンケート結果 

(1)満足度・役立ち度 

➢ 平均的には満足度、役立ち度ともに高いセミナーとなった。 

 

図 5- 3 満足度のアンケート結果 

 

 

 

図 5- 4 役立ち度のアンケート結果 

 

(2)講演内容等に対する意見（自由記述） 

➢ 「WtTや課金について理解を深めることができた」「代替燃料に関する LCAやカーボンフ

ットプリントの評価を標準化させることの重要性が認識できた」「2050 年ネットゼロ宣

言への動き、アンモニア燃料や水素燃料の可能性、自動車と同じような WTW の考え方や

LCAの導入など、国際海運の最新動向を知ることができたことは非常に有意義でした」の

評価する意見が多数見られた。 

➢ また、海運業界において脱炭素の取組みを進めるにあたって必要な事項として、増加す

るコストを関係者間で平等に負担するための合意形成や、将来ビジョンの策定を挙げる

意見があった。 
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5.1.4 総括 

海運・造船、製造、商社といった分野を中心に 562 名もの多くの参加者が得られたことに加え

て、内容については、満足した、理解出来たとする参加者が、いずれも９割以上に達したことか

ら、代替燃料の GHG 排出量をライフサイクルで適切に評価する重要性について関係者の理解を醸

成するという本セミナーの目的は果たされたものと考えられる。 

加えて、本セミナーのもう一つの目的としては、海運業界において脱炭素を進めていくに当た

っての問題意識を共有することを掲げていたところ、本目的についても、パネルディスカッショ

ン等を通じて参加者の中で共有が図られたものと考えられる。 

調査研究成果の今後の更なる活用の方向としては、今回は行政、学識、商社から登壇してもら

ったが、船社、燃料、荷主など別のステークホルダーからも登壇してもらい、海運分野の脱炭素

化における多面的な問題を明らかにするとともに、その問題意識を関係者間で共有することによ

って、関係者にとって解決策の検討や連携が行いやすい環境を醸成していくことが重要と考えら

れる。 
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5.2 カーボンニュートラルに向けた燃料転換の戦略  

～空・海・陸 各交通モードの最前線～ 

 

2023年 3月 28日に「カーボンニュートラルに向けた燃料転換の戦略 ～空・海・陸 各交通モー

ドの最前線～」を開催し、航空業界、海運業界をはじめとする交通運輸事業者等への周知啓発を

図った。 

 

図 5- 5 シンポジウム案内 
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図 5- 6 シンポジウムプログラム 
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６．総括 

 

本調査では、我が国が CORSIAに円滑に対応することを目的に、市場メカニズム活用に影響を及

ぼす可能性のある国内外の動向を調査した。さらに本邦エアラインが脱炭素化に向け戦略的に取

り組んでいくことを後押しするべく、「航空分野における CO2 削減取組に関する調査検討委員会」

における議論を経て、クレジット確保に向けた課題・論点、解決策等をとりまとめた。 

また、我が国における 2050年カーボンニュートラルの実現の一助となるべくセミナーを 2回開

催し、それぞれ➀海運分野における CO2 削減に向けた取組と課題について➁航空含む各交通モー

ドにおけるカーボンニュートラルに向けた燃料転換の取り組みについて、海事業界、航空業界、

その他交通運輸事業者、エネルギー関係事業者等に対し、気候変動問題に関わる周知啓発を図っ

た。 

今後も引き続き気候変動問題に係る海事分野及び航空分野の課題解決に向けて調査・研究を継

続していくと共に、多くの関係者に対し様々な機会を通してカーボンニュートラルの取組につい

ての周知啓発を行っていくことが重要であると捉えている。 
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